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要旨

合理的なエージェントとは，エージェントが自身の知識，信念，に基づき自律的
に動作するシステムである．また，複数の合理的なエージェントから構成される
システムはマルチエージェントシステムと呼ばれる．本研究の目的は，以上のよ
うな合理的なエージェントが複数存在する環境下，すなわちマルチエージェント
システムを論理学に基づき形式化し，エージェントの相互作用を推論可能な論理
体系を構成することにある．
まず，本研究ではエージェント間で通信可能であるときのみ相互作用が起こり，

エージェントの心的状態へ何らかの帰結が与えられるとする．また，エージェン
ト間の通信可能性通信チャネルとして論理的に形式化する．次に，FIPA[19]で定
められている通信行為のうち最も根本的な行為である informをわれわれの提案す
る論理体系に基づき導入する．そして，informの前提・帰結を与える上で必要と
なる信念の様相演算子を用い，最終的に以上を組み合わせた論理体系 BULを提案
する．

BULでは，informにより動的に変化するモデルを可能世界間の到達可能関係を
削除することで表現する手法を採用する．また，信念演算子は公理系K45とし更
新後のモデルにおいてもこれを充たすことを証明し，BULの健全性および完全性
についても示す．
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第 1章

序論

合理的なエージェントとは，エージェントが自身の知識，信念，に基づき自律
的に動作するシステムである．また，複数の合理的なエージェントから構成され
るシステムはマルチエージェントシステムと呼ばれる．本稿のねらいは，以上の
ような合理的なエージェントが複数存在する環境下，すなわちマルチエージェン
トシステムを論理学に基づき形式化し，エージェントの相互作用を推論可能な論
理体系を構成することにある．
本稿では，エージェント間の通信可能性に着目したマルチエージェントモデル

を紹介し，これに基づくエージェントの相互作用の論理的形式化の手法を紹介す
る．本章では，本研究における研究背景，目的および本稿の構成を述べる．

1.1 研究背景
論理学的立場から合理的なエージェントの形式化を試みた取り組みとして知識と

信念の論理がある [31, 37, 26, 27]．知識と信念の論理は，エージェントの確かな知
識と，不確かな知識の二種類の知識を知識と信念に分け，エージェントの知識ベー
スを表現した論理体系である．また，Halpernらはこの二種類の知識に加え，これ
らの中間に位置する Uncertaintyを組み込んだ論理体系も提案している [25, 28]．こ
の Uncertaintyは命題の真偽値に確率を導入し，1に近いほど確かな知識であり，0

に近いほど不確かな知識を表現している．以上のHalpernらの取り組みとは異なり，
時間と供に変化する状態を推論可能な時相論理 (Temporal Logic)が [49]により提案
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され，過去 (P)，過去ずっと (H)，未来 (F)および未来ずっと (G)の四つの様相演算
子を用いて線形型の時間を表現した．さらに，時相論理を分岐型の時間を推論可能
とした論理体系を提案した研究としてEmersonらの分岐型時相論理 (Computational

Tree Logic)がある [14, 15, 16]．分岐型時相論理は，複数の分岐する未来を推論で
きるため，エージェントのプラン生成などの表現に適している．この論理体系と
信念，希求および意図の３つの様相演算子を組み合わせた有名な論理体系として，
Raoらの BDICT L∗ [50, 51], Wooldridgeらの LORA[55]がある．これらに加え，エー
ジェントの相互作用は通信行為よって行われるとした FIPA-ACL[18, 19]がある．
以上の関連研究は従来から様相論理で用いられている静的なモデルを採用してお
り，エージェントの状態変化はすべてモデル上に記されている，要するに，すべて
の未来の状態がモデルを与えた時に存在するという立場のクリプキモデルである．
次に，前述した静的モデルを用いた論理体系とは異なり，エージェントの行為の

実行により動的に書き換え可能なクリプキモデルを用いた様々な論理体系が提案さ
れている．まず，その一つとしてPlazaらによる [48]がある．彼らは，一体多数の
エージェント間の相互作用をパブリックアナウンスメント (Public Announcement)

と呼び，これを行為演算子で形式化し，パブリックアナウンスメントが実行され
るとモデルが更新され，各エージェントの信念および共同信念が更新することを
推論可能な論理体系を提案した．Plazaらによって提案されたモデルを採用した論
理体系はこの他にも [1, 21, 2, 38, 58, 59]などがある．この内，本稿の提案論理体
系が基づいた研究としてYamadaによるECLIIがある [59]．ECLIIでは，エージェ
ント間の相互作用を命令 (Command)とし，他のエージェントへ命令することで対
象のエージェントの義務が動的に書き変わることを意味論上で示すことができる．
モデルの更新方法は，[2]と同様に命題変数の真偽値は変更せず可能世界間の到達
可能関係の集合を書き換え，コマンドによる義務の変化を表現している．
このように，合理的なエージェントの論理的形式化を行った研究は幅広く取り

組まれている．ただし，より複雑なエージェントの心的状態や相互作用を表現す
るには，これに伴い論理体系も複雑化し，論理体系の健全性・完全性を示すこと
が困難になることがある．このような論理体系の証明にはしばしば計算機上に実
装したモデルチェッカーが用いられることがある．システム上で提案するエージェ
ントモデルの妥当性を示した研究として [56, 32, 34, 4]がある．
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1.2 研究目的
本研究では，エージェントの知識表現およびエージェント間通信の論理的な形

式化を目指す．この二つは，とても密接な関わり合いがあり特にエージェント間
通信の議論をする上でエージェントの知識表現は大変重要となる．以上のことを
踏まえ本稿では以下の課題を掲げる．

(1) エージェントが行為を実行する際に，必ず何らかの前提条件があるべきであ
り，これらを論理的に形式化すべきである．

(2) エージェント間における相互作用時に前提として考慮しなければならないの
はエージェントの知識/信念だけではなく，相互作用する相手とのコネクショ
ンが考慮されるべきである．

(3) エージェントによる伝達行為の実行が成功した場合に，これがモデル上に反
映されなけれならない．

(4) 提案する論理体系の妥当性について明らかにしなければらない．

(1)は現実にわれわれのコミュニケーションを考えてみても解る通り，いつでも
どこでも他者とコミュニケーションがとれる訳ではなく，必ず他者との間にコミュ
ニケーションするための前提が存在するとわれわれは考える．例えば，一番シン
プルなものとして電話によるコミュニケーションを考えてみていただきたい．ま
ず，他者へ電話をかけるときの大前提として電話回線が繋がっている電話を所持
していること．次に重要なのが電話をかける相手の電話番号である．このように，
電話を使ったコミュニケーションを考えただけでも最低二つの前提条件が存在す
る．ただし，実際にはもっと多くの条件 (e.g.お互いが理解可能な言語を話せるこ
となど)が存在するがこういった点まで考慮することは困難である．したがって，
本研究においてもエージェント間通信をどこまで簡単化するべきかを考える必要
がある．
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(2)は (1)に関連する課題である．先に述べた例でいうところの電話回線や電話
番号がこの課題に該当する．無論，ネットワークシステムや APIなど用いたウェ
ブアプリケーションにおいて通信先のサーバの IPアドレスを把握するのは当然の
ことである．エージェント間通信を論理的に形式化する上でも通信先のエージェ
ントを考慮することは大変重要であるといえる．ただし，本研究で議論する通信
相手のコネクションはコネクションとして考えられる様々なものを包含したもの
とする．

(3)については，前章で紹介した静的なモデルでは動的に変化するエージェント
の状態を表現するには不十分であるというわれわれの立場から課題として掲げた．
静的なモデルではすべての変化を網羅したモデルを与えることとなる．だが，こ
れは困難である．したがって，(3)の課題で述べたように本研究でいうエージェン
トの状態変化は相互作用時に生じるとし，この状態変化を動的に反映できるモデ
ルを用いる必要がある．

(4)は論理学的立場から物事を議論する上で，自らが定めた公理および規則が妥
当であるかどうかの検証が一番重要なことであるといえる．したがって，後に詳
細を述べるが本稿で提案する論理体系の健全性および完全性を示すことを最重要
の課題する．
以上の課題の達成を本稿の目的として，次章より具体的な内容について述べて

いく．

1.3 本稿の構成
本稿では，まず第 2章において関連研究を紹介する．ここで紹介する関連研究

は，本研究で提案する論理体系に深く関わるものである．第 3章では，通信チャ
ネルの形式化を行う．ここでは，通信チャネルを様相論理に基づくわれわれの論
理体系へ組み込む上でどの形式化方法が最適かを議論し，これに基づき形式化す
る．第 4章および第 5章で述べる BCT L/cと Binf

c は論理的に多くの課題を抱えるが，
第 6章の BULを議論する上で重要な部分である．この章を通して，われわれがど
のようなことを試み，新たな課題を抱え第 6章で提案する論理体系へ至ったのか
を示すための章と認識していただきたい．第 6章では，第 4章および第 5章で明
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らかとなった課題点を解消し，これに伴い新たに生じた課題を考慮しわれわれが
形式化するエージェント間の行為の要件について詳細に述べた後に論理体系 BUL

を紹介する．最後に，本稿のまとめと今後の課題について述べる．
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第 2章

合理的なエージェントの形式化に関連
した研究

本章ではわれわれの研究に深く関わる関連研究について紹介する．

2.1 様相論理
本章では，簡単に様相論理の構文論と意味論を [62]を参考に解説し，一階述語

論理と比較および我々が様相論理を提案論理体系の基盤とする理由について議論
する．
古典論理を用いれば様々な事柄を形式的に示すことができる．しかし，古典論

理では示すことができない文の構造がある．例えば，以下の文章を考えてみる．

(i) 明日は晴れになる可能性がある．

(ii) JAISTは石川にある．

(i)は明日は確実に晴れるとは言い切れないが，晴れることもあるだろうという曖
昧な意味が含まれている．(ii) については，JAISTが石川から別の都道府県または
国外に移転しない限り必然的な事実を示している．以上の (i)と (ii) の例のような
「可能性がある」，「必然である」といったに種類を含む文章の論理的な形式化を可
能とするのが様相論理 (Modal Logic)である．
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2.1.1 構文論

本章のはじめに述べた「可能性がある」と「必然である」の二つの様相を様相
演算子 �（必然である），^（可能性がある）とする．以下が様相論理における論
理式である．

定義 1 (論理式)命題変数の集合At，命題論理における論理式の集合Pのとき，様
相論理の言語の文は以下のように定義される．

ϕ ::= p | ⊤ | ¬ϕ | ϕ ∧ ψ | �ϕ

ここで，¬�¬ϕを^ϕと省略する．p ∈ At，�ϕと^ϕは「ϕは必然的に真である」
および「ϕは真になる可能性がある」とそれぞれ直感的な解釈が与えられる．

次に，様相演算子を含む論理式についても古典論理と同様に公理系を定める必
要がある．以下が様相論理にて用いられる公理系である．

定義 2 (公理系)

(P) 命題論理の公理.
(K) �(ϕ→ ψ)→ (�ϕ→ �ψ)

(T) �ϕ→ ϕ

(D) �ϕ→ ¬^¬ϕ

(4) �ϕ→ ��ϕ

(5) ^ϕ→ �^ϕ

上記の公理系を採用する組み合わせにより様々なシステムを構成することができ
る．また，特定の公理系を組み合わせたシステムは別の組み合わせをしたシステ
ムと同値であることが [37]によって示されている (図 2.1)．これに加え，いくつか
の公理系を採用したシステムは以下のような名前が付けられている．

(KT) 公理系 KTを採用した論理は T．

(KT4) 公理系 KT4を採用した論理は S4．

(KD45) 公理系 KD45を採用した論理はWeak-S5．

(KT5) 公理系 KT5を採用した論理は S5．
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図 2.1:公理 T,D,4および 5に基づくシステム

2.1.2 意味論

本節では，Kripkeによる様相論理の意味論を紹介する [39]．前節にて「必然」，
「可能性」の二つの様相演算子について紹介したが，ここでは様相論理における論
理式へ意味論を与える．ここで、用いられるのが可能世界 (Possible World)という
考え方である．この考え方は，可能性のある事柄はすべてそれぞれ一つの世界で
あるというシンプルなものである．たとえば，図 2.2のようにある世界 v,w, x, yが
存在したとする．世界w, xにおいて ϕが成り立ち，世界wにおいて ψも成り立っ
ているとする．この時，我々が世界 vにいるとしよう．では，この状況で �や ^
はどのように表現できるだろうか．まず，ϕはwで成り立っている．したがって，
vを視点として考えると必ず ϕが成り立っていることとなる．すなわち，ϕが「必
然的に成り立つ」ことになり�ϕが vにて成り立つといえる．これに対し，wを視
点としてすべての他の可能世界では ϕは成り立たない．要するに，ϕはある一方
の世界で成り立っていることから「ϕは成り立つ可能性がある」と言い換えられ
る．したがって，^ϕがwで成り立つ．これらに加え，wから x, yが見えることを到
達可能 (Accessibility)といい，このような世界間の関係を到達可能関係 (Accessible

Relation)と呼ぶ．さらに，ϕが各可能世界において成り立つことを割り当てる真
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偽値割り当て (Valuation Function)がある．ただし，真偽値割り当ては命題変数に
対するものである．

v w

x

y

w |= ϕ

x |= ϕ

図 2.2:クリプキ・モデルの例

以上の可能世界，到達可能関係および命題変数に対する真偽値割り当てから成
るモデルはクリプキモデルと呼ばれる．以下が様相論理におけるクリプキモデル
である．

定義 3 (クリプキモデル)Mはクリプキモデル，Wは可能世界の集合，Rは各可
能世界間の到達可能関係の集合 (R ⊆W×W)，Vは各可能世界への真偽値割り当
て (V(p) : W→ {t, f } where p∈ At)．このとき，様相論理におけるクリプキモデル
は以下のように与えられる．

M = 〈W,R,V〉

次に，このクリプキモデルと前節で定めた論理式の関係を |=とし，意味論は以
下のように定義される．

定義 4 (可能世界意味論) w ∈ W，p ∈ At，ϕおよび ψは様相論理における論理式
の略記の記号をそれぞれ以下で用いる．

(i) (M,w) |= p ⇔ w ∈ V(p)

(ii ) (M,w) |= ⊤

(iii ) (M,w) |= ¬ϕ ⇔ (M,w) 6|= ϕ

(iv) (M,w) |= ϕ ∧ ψ ⇔ (M,w) |= ϕかつ (M,w) |= ψ

(v) (M,w) |= �ϕ ⇔ ∀x s.t. (w, x) ∈ R, (M,w) |= ϕ

(vi) (M,w) |= ^ϕ ⇔ ∃x s.t. (w, x) ∈ R, (M,w) |= ϕ

次に，前節の定義 2で定めた公理系の性質をクリプキモデル上へ反映させる必
要がある．各公理が充たす性質を以下に示す．
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(T) 反射的：∀w ∈ W, (w,w) ∈ R

(D) 継続的：∀w ∈ W,∃w′ ∈ W, (w,w′) ∈ R

(4) 推移的：∀w,w′,w′′ ∈ W, (w,w′) ∈ R ∧ (w′,w′′) ∈ R → (w,w′) ∈ R

(5) ユークリッド的：∀w,w′,w′′ ∈ W, (w,w′) ∈ R ∧ (w,w′′) ∈ R → (w′,w′′) ∈ R

2.1.3 様相論理 vs. 一階述語論理

本稿で提案する論理体系は，様相論理を拡張した論理体系である．しかし，情報科
学において広く用いられているのは一階述語論理である．なぜ様相論理を用いるに
至ったのかをWooldridge著「Reasoning About Rational Agents」(pp.181–185)[55]，
「An Introduction to Multi Agent Systems」(pp.268–271)[57]から一部例題を引用し，
我々が様相論理ベースの論理体系を用いるにいたったのかを議論する．以下では，
エージェントの心的状態である信念を論理的に形式化することを前提として本節
ではわれわれの主張を述べる．
まず，以下の文章 ([57], 2005, pp.268)を形式化することを考える．

Janine believes Cronos is the f ather o f Zeus.

上記の文章を一階述語論理に基づき形式化すると以下のような論理式で示すこと
ができる．

Bel(Janine, Father(Zeus,Cronos)).

しかしながら，上記の述語 Belの項は定数 Janineと述語 Fatherである．しかし，
一階述語論理において，述語が項として複数の定数項または変数項をとることは
できるが，述語を項としてとることはできない．したがって，上記の論理式は一
階述語論理の構文論に従っていない．また意味論上でも問題がある．例えば，定
数 Zeusと Jupiterが，

(Zeus= Jupiter)

だったとする．以上から一階述語論理の規則に従い以下のような論理式を導くこ
とができる．

Bel(Janine, Father(Jupiter,Cronos))
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しかし，直感的に上記の論理式は受け入れることができない．なぜならば，Zeus

の父親がCronosであることと Jupiterの父親がCronosであることは同じことを示
していないからである．要するに，エージェントの知識表現を主とするとたしかに
述語論理に理があるが，上記の例のように直感的な解釈を与えた場合に論理式上
では不透明な関係は述語論理でもうまく表現ができない．さらにわれわれはエー
ジェントの知識ベースの論理的形式化を目的としているのではなく，相互作用に
より変化する信念の形式化を目指す点で以上のような議論はなるべく避けたい．
これに対し，様相論理では Janine believespというように信念の対象はあくまで

命題とする．すなわち，pが実際に何を意味しているのかではなく真か偽かの真偽
値のレベルでの評価を行う．そのため，前述した述語論理の問題について議論を
する必要がない．また，本研究において我々が注目する点はエージェント間の相
互作用により変化するエージェントの信念を形式化することにあり，知識ベース
の構造についてはスコープ外とする点からも様相論理の方が述語論理と比べ，本
研究のコンセプトに合っているといえる．
以上の議論から我々は様相論理ベースの論理体系を採用するに至った．また，前

章で紹介した可能世界意味論についても各エージェントの知識ベースがシンプル
に分別できるということも様相論理の利点であるといえる．

2.2 線形時間型の時相論理（Linear Temporal Logic）
前節で述べた様相論理における演算子 �,^は「必然的に」，「可能性がある」な

どと解釈が与えられていた．これらは別の解釈として「いつも」と「未来で」の
ように違った解釈を与えられる．すなわち様相演算子 �が時間というものを考え
た場合に ϕは�ϕが成り立つ時点から未来では常に ϕが成り立つと考えることがで
きる．以上のように様相演算子へ時間の概念を関連づけることにより表現したの
が線形時間型の時相論理 (LT L)[49]である．LT Lでは，以下のような例について
論理的な形式化が可能である．

(1) 明日の天気は晴れである．

(2) 明日，大学を卒業する．
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(3) 昨日の天気は雨だった．

(4) ５年前から石川に住んでいる．

まず，上記の例文の違いについて簡単に述べる．(1)は明日の天気は晴れるけれど
も明日以降の天気は晴れとは限らないといえる．要するに，(1)の例文の晴れると
いう命題は「ある未来で成り立つ」といえる．次に，(2)については明日に大学を
卒業するという事柄はこの先の未来で継続的に成り立つことがいえる．したがっ
て，「このさきの未来でずっと成り立つ」こととなる．(3)と (4)についてはそれぞ
れ (1)と (2)の解釈の仕方を過去として置き換えた例となる．
以上の例から未来・過去を示す様相演算子に加えある未来 (または過去)とこの

さきの未来 (または過去)でずっとといった様相論理で言うところの �と^の計４
種類の様相演算子を LT Lで用いている．

2.2.1 構文論

線形時間型の時相論理では様相演算子として未来を示す演算子 F，Gと過去を
示す演算子 P，Hを用いる．

定義 5 (論理式)

ϕ ::= p | ¬ϕ | ϕ ∧ ψ |Gϕ | Hϕ

様相演算子 F,Pはそれぞれ ¬G¬ϕと ¬H¬ϕの略記として用いられる．さらに，各
論理式は以下のように直観的解釈が与えられる．

• Fϕ: ある未来で ϕが成り立つ

• Gϕ: このさきの未来でずっと ϕが成り立つ

• Pϕ: ある過去で ϕが成り立っていた

• Hϕ: 過去にずっと ϕが成り立っていた

様相演算子Gと Hは以下の公理系を充たす．
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定義 6 (公理系)

(P) 命題論理の公理.
(LT1) Gϕ→ GGϕ

(LT2) Hϕ→ HHϕ

(LT3) ϕ→ GPϕ

(LT4) ϕ→ HFϕ

(LT5) Gϕ↔ ¬F¬ϕ

(LT6) Hϕ↔ ¬P¬ϕ

ただし，LT Lでは対称性の性質は充たさない．この理由として，直感的に考えても
解るように時間軸は常に過去から未来へ向かっていることを保持するためである．

2.2.2 意味論

LT Lにおけるクリプキモデルは前節の様相論理のモデルとは異なり，可能世界
の代わりに状態を用いる．また，各状態は非対称的に線形に到達可能関係 ≺によ
り関係づけられることとなる．以下がクリプキモデルである．

M = 〈T ,≺,V〉

T は状態の集合 (t ∈ T )，≺は状態間の二項関係 (≺⊆ T × T )およびVは各状態へ
の命題変数に対する真偽値割り当てである (V(p) : T → {t, f } where p∈ At)．

定義 7 (意味論) t ∈ T，ϕおよび ψは LT Lにおける論理式の略記をそれぞれ以下
で用いる．ただし，命題変数と命題論理に関する意味論については省略する．

(i) (M, t) |= Fϕ ⇔ ∃t′ s.t. t ≺ t′, (M, t′) |= ϕ

(ii ) (M, t) |= Pϕ ⇔ ∃t′ s.t. t′ ≺ t, (M, t′) |= ϕ

ここで，t ≺ t′は t′が tよりも未来の状態を示している．
本節では，論理体系の詳細な説明は省くが LT Lはモデルの検証をはじめとして

様々な研究分野で採用されている．時間の概念を論理的に形式化することは，物事
を検証する上で重要な役割を担っている．われわれが提案する論理体系では，LT L

を直接扱うことはないが，時間の概念の論理的な形式化は大変興味深い．
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2.3 分岐時間型の時相論理 (Computational Tree Logic)

前節で概説した線形時間型の時相論理では「このさきの未来で ϕがずっと成り立
つ」，「ある未来で ϕが成り立つ」といったことを表現できた．しかしながら，「ある
次の未来で ϕが成り立つ」といった分岐した状態については推論できなかった．こ
のような未来の分岐した状態を推論可能にした論理体系がEmerson[15, 16]によっ
て考案されたCT L（Computational Tree Logic）である．以下はCT Lで用いられる
様相演算を含む論理式の直感的な解釈である．

• Aϕ : すべての次の状態へのパスで ϕが成り立つ

• Eϕ : ある次の状態へのパスで ϕが成り立つ

• Xϕ : 次の未来の状態で ϕが成り立つ

• Fϕ : 現在よりも未来状態のどこかで ϕが成り立つ

• Gϕ : 現在よりも未来状態でずっと ϕが成り立つ

• (ϕUψ) : ψが成り立つまで ϕが成り立つ

A・Eはパス演算子（path operator）と呼ばれ，時相演算子（temporal operator）で
ある X・F・Gと組み合わせて用いられる．例えば，AXϕ と表記した場合は「分
岐したパスで遷移可能なすべての次の未来で ϕが成り立つ」と解釈され，EXϕは
「分岐したパスで遷移可能なある次の未来で ϕが成り立つとなる．

定義 8 (論理式)Atは命題変数の集合，Propは命題論理の論理式の集合である．こ
のとき，論理体系CT Lの言語LCT Lは以下のように与えられる．

ϕ ::= p | ¬ϕ | ϕ ∧ ψ | AXϕ | AFϕ | AGϕ

次に命題論理の論理式および分岐時間を示す様相演算子により構成される論理
式は以下の関係を充たす．

ϕ ∧ ψ ≡ ¬(¬ϕ ∨ ¬ψ) ϕ→ ψ ≡ ¬ϕ ∨ ψ,

ϕ↔ ψ ≡ (ϕ→ ψ) ∧ (ψ→ ϕ) EXϕ ≡ ¬AX¬ϕ,

EFϕ ≡ ¬AF¬ϕ EGϕ ≡ ¬AF¬ϕ
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2.3.1 意味論

CT Lにおける意味論の定義は線形時間を扱う時相論理と同じくクリプキ・モデ
ルを用いて定義される．ただ，前述した論理と異なる点としてCTLにおけるもで
るは可能世界の集合Wを含まず，状態の集合 S tを用い，〈St,R,V〉をモデルとし
ている．これらはそれぞれ，

• St: 時点 t ∈ St

• R : 継続的な二項関係R ⊆ St × St

• V : 各状態 t ∈ Stに対する命題の真偽割り当 (V(p) : St → {t, f } where p∈ At)

である．

• (M, t) |= ϕ ⇔ t ∈ V(p)

• (M, t) |= ϕ ∧ ψ ⇔ (M, t) |= ϕ，かつ (M, t) |= ϕ

• (M, t) |= EXϕ ⇔ ∃t′ s.t. (t, t′) ∈ R, (M, t′) |= ϕ

• (M, t) |= E(ϕUψ) ⇔状態が (t0, t1, . . . )となるときに (M, ti) |= ψであり，0 ≤

j ≤ iであるような任意の jについて (M, t j) |= ϕ

例 1 分岐時間を扱う時相演算子の例
今，以下の状態（2.3）が成り立つとする．

• W = {w′}

• St′w = {t0, t1, t2, t3, t4, t5, t6, t7}

• V = (t0, δ), (t1, ϕ, ψ, δ), (t2, ϕ), (t3, λ, δ), (t4, δ), (t5, λ), (t6, λ), (t7, λ)

このとき成り立つ論理式の例として，

• (M, t0) |= ϕ

• (M, t0) |= EXψ
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図 2.3:時相演算子の例

• (M, t3) |= E(ϕUλ) ⇔状態が (t4, t6, t7)となるときに (M, t6) |= λであり，0 ≤

4 ≤ 6(7)であるような 4について (M, t4) |= ϕ

本節では，CT Lについて簡単に述べたが分岐型の時間でかつ未来の状態を推論
可能なこの論理体系は，合理的なエージェントの表現に重要な役割を担ったとい
える．LT Lとは異なり，過去の状態を推論する演算子を持たない．しかし，未来
の状態を推論する能力が大変高く，後に紹介する BDICT L∗ではこの性質をうまく
活かした論理体系である．

2.4 信念の論理（Doxastic Logic）
信念の論理 (doxastic logic)は，エージェントの信じている事柄が表現可能であ

りしばしば知識の論理 (epistemic logic)と比較される．信念は不確かな知識を表す
のに対し知識は確かな知識を表す．本節では，本研究の提案論理体系にも導入し
ている信念の論理について紹介する．知識の論理に関する詳細な説明は [26]を参
照していただきたい．
信念を示す様相演算は Biと表記する．このとき，iはエージェントを表しており

Biϕは以下のように解釈される．

• Bi ϕ : エージェント iが ϕだと信念にもっている

次に信念の論理を BLと略記し BLの論理式を以下に定義する．
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定義 9 （論理式）p ∈ At は命題変数の集合，Propは命題論理の論理式の集合，
i ∈ Agはエージェントの集合である．このとき，ϕ ∈ Propに対して BLの言語LBL

における文は以下のように与えられる．

ϕ ::= ⊤ | p | ¬ϕ | ϕ ∧ ψ | Biϕ

定義 10 (公理系)

(PLA)命題論理の公理
(BK) Bi(ϕ→ ψ)→ (Biϕ→ Biψ)

(BD) Biϕ→ ¬Bi¬ϕ

(B4) Biϕ→ BiBiϕ

(B5) ¬Biϕ→ Bi¬Biϕ

公理系KD45は以下の性質を充たす．(BD)は信念の無矛盾性（継続的），(B4)は
肯定的内省（推移的），(B5)は否定的内省（ユークリッド的）である．
このような信念の論理 DLの意味論についても前節までの論理体系と同様に可

能世界意味論を用いる．以下は DLにおけるモデルMである．

M = 〈W,Bi ,V〉

• 可能世界の集合W

• 到達可能関係Bi : Bi ⊆ W ×W

• 各可能世界の命題への真偽割り当てV(p) :W→ {t, f } where p∈ At

このとき二項関係 |=は以下のように定義される．

• (M,w) |= ϕ ⇔ w ∈ V(p)

• (M,w) |= ϕ ∧ ψ ⇔ (M,w) |= ϕ，かつ (M,w) |= ψ

• (M,w) |= ¬ϕ ⇔ (M,w) 6|= ϕ

• (M,w) |= Biϕ ⇔ ∀w′ s.t. (w,w′) ∈ Bi, (M,w) |= ϕ
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2.5 BDICT L∗

Raoは BDI論理へ前述の分岐した時間を扱う論理 (CT L)を導入した BDICT L∗を
提案した [50, 51]．時間とともに変化するエージェントの心的状態が推論可能であ
る．前節の信念の様相演算子に加えD(願望)，I (意図)の様相演算子を [5]に基づい
て論理体系へ加えた．次にエージェントの心的状態を示す様相演算子から構成さ
れる論理式は以下のように直観的な解釈が与えられる．

• Biϕ(B : Belie f, i : i ∈ Agent)

エージェント iは ϕを信じている．

• Diϕ(D : Desire, i : i ∈ Agent)

エージェント iは ϕを達成したいと思っている (ゴール)．

• I iϕ(I : Intention, i : i ∈ Agent)

エージェント iはDiの中から達成可能な ϕを信念に基づき選出し，これが成
り立つ状態へ遷移可能なイベントにより ϕを信じることを意図する．

Dと I の違いは，Dはエージェントの願望であり，I は実際に達成するために何
らかの行為を起すことを示す．

BDICT L∗のクリプキ・モデルは以下から構成される．

M = 〈W,Sw,Bi,Di,Ii,V〉

• 可能世界の集合W

• 各可能世界の状態の集合 Sw

• 各可能世界の状態間の関係 Rw ⊆ Sw × Sw

• 命題の集合Atの要素 pに対する各可能世界の各状態への真偽割り当てV(p) :

W× §w→ {t, f } where p∈ At

• 各可能世界間の到達可能関係 Bi，Di，Ii (e.g.Bi ⊆ W ×Sw ×W)

さらに Bは推移的，ユークリッド的かつ継続的性質を持ち，Dおよび I は継続
的性質を持つとした．これを (BKD45DKDI KD)CT Lstructureと呼ぶ．また，時間関係
Rwについては反射的かつ推移的としている．
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2.5.1 意味論

BDICT L∗における意味論では，state f ormulaと path f ormulaの二種類のMの
要素と論理式の二項関係を用いる．state f ormulaは，BDICT L∗におけるCT L以外
の論理式を示し，Mの要素と state f ormulaの間の二項関係 |=sを以下で用いる．
次に，path f ormulaは状態間の関係 (p)1を通して成り立つCTLの論理式 (ただし，
state f ormulaを含む)を示し，Mの要素と path f ormulaの間の二項関係 |=pを以
下で用いる．

• (M,V,w, t) |=s truewhereϕ ∈ At

• (M,V,w, t) |=s ¬ϕ ⇔ (M,V,w, t) 6|=s ϕ

• (M,V,w, t) |=s ϕ ∧ ψ ⇔ (M,V,w, t) |=s ϕかつ (M,V,w, p) |=s ψ

• (M,V,w, t) |=s (Bel i, ϕ) ⇔ ∀w′ s.t. (w, t,w′) ∈ Bi, (M,V,w′, t) |= ϕ

• (M,V,w, t) |=s (Des i, ϕ) ⇔ ∀w′ s.t. (w, t,w′) ∈ Di , (M,V,w′, t) |= ϕ

• (M,V,w, t) |=s (Int i, ϕ) ⇔ ∀w′ s.t.(w, t,w′) ∈ Ii, (M,V,w′, t) |= ϕ

• (M,V,w, t) |=s Aϕ ⇔ ∀p ∈ pahts(w)，p(0) = tならば (M,V,w, p) |=p ϕ

• (M,V,w, p) |=p ϕ ⇔ (M,V,w, p(0)) |=s ϕ

• (M,V,w, p) |=p ¬ϕ ⇔ (M,V,w, p) |=p ϕ

• (M,V,w, p) |=p ϕ ∨ ψ ⇔ (M,V,w, p) |=p ϕ,または (M,V,w, p) |=p ψ

• (M,V,w, p) |=p ϕUψ ⇔ もし ∃u ∈ IN ならば (M,V,w, p(u)) |= ψ,またはも
し ∀v ∈ IN, 0 ≤ v ≤ uならば (M,V,w, p(v)) |=p ϕ

• (M,V,w, p) |=p ©ϕ ⇔ (M,V,w, p(1)) |=p ϕ

例として，(w0, t1) |= Bϕは ((w0, t1,w1) ∈ B)という信念到達関係があり，(w1, t1) |=

ϕが真のときに成り立つ (図 5.1)．

1pは状態間の関係を示しており，各状態間の関係にも状態と同じように p(n)と表記し区別する．
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図 2.4: BDIK
CT Lの例

2.6 エージェント間通信
前述のBDICT L∗に基づいたエージェントはBDIエージェントと呼ばれ，FIPA(Foundations

of Intelligent Physical Agents)やCohenらはこのようなエージェント行為の形式化
を行っている [18, 19, 7, 8, 9, 17, 10, 40, 41, 53, 52, 33, 43]．また、Wooldridgeも
LORA[55]においてCohenによる行為の定義に基づき形式化した．ここではFIPA，
CohenやWooldridgeによって形式化された行為の中の inform（相手へある事柄を
通知する）について概説する．彼らはそれぞれ異なった形式化を行っている．例
えば，FIPAでは informを実行するために満たさなければならない前提条件へ意図
（intention）を含んでいない．これに対して，Cohenによる informの前提条件には
意図を含んだ形式となっている．それぞれ形式は異なっているが，根本的な考え方

20



として行為の実行はエージェントが意図してから行うという性質には変わりない．
まず，FIPAによる行為 informは以下のように定義されている．

定義 11 FIPAによる inform

〈i, inform( j, ϕ)〉

FP : Biϕ ∧ ¬Bi(Bifjϕ ∨ Uif jϕ)

RE : B jϕ

FIPAにより定義された informは様相演算 Beliefのみを用いた形式となってい
る．i は送信側のエージェントであり， j は受信側のエージェントである．そして
ϕはエージェント iが jへ通知する事柄を表し，FPは前提，REは帰結を示してい
る．Bi f jϕは ‘ B jϕ ∨ B j¬ϕ（ jが信念として ϕまたは ¬ϕを持っている）’，Ui f jϕは
‘U jϕ ∨ U j¬ϕ

′（ jは ¬ϕよりは ϕらしいと思っているか，または ϕより ¬ϕらしい
と思っている)のそれぞれ略記である．また，FPは，送信側のエージェント i が
ϕ（通知する事柄）を信念として持っており，なおかつ受信側のエージェント j が
Bi f jϕ，またはUi f jϕかどうかはエージェント i は信念として持っていない場合と
定められている．前提を充たすと行為が実行され帰結としてエージェント j へ ϕ

が通知される．
次にCohenらによる informの前に行為を実行するエージェントの願望や意図を

表している attemptの定義を説明する．

定義 12 attempt(attempt x, e, θ, η, t)

(t?; [BEL x,¬θ) ∧

(GOAL x, (HAPPENS e;^θ?))∧

(INTEND x, t?;e; η?(GOAL x, (HAPPENS e;^θ)))]?;e

まず，述語 attemptの xは送信側のエージェント，eは行為を実行するイベント
を示している．tは行為を実行した時の時点，θと ηは eにより達成したい願望とこ
れを達成するために意図している事柄を示している．そして，attemptを実行する
には時間 tにおいて ¬θを xは信念として持っており，さらに xはGOAL（BDICT L

では D）として eを実行することによりある未来で θが真になることを持ってい
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る．なおかつ，時間 tにおいて eを実行して最終的なゴールである θを達成するこ
とにより xが得ることのできる結果 ηであるような INTENDを持っている．この
attemptは最終的なゴールを達成するために行為の実行を意図するといったことを
表している．また，Cohenは attemptを使い informを定義した．

定義 13 Cohenによる inform

(inform x, y, e, p, t) ≡ (attempt x, e, θ, η, t)

where

θ = (BMBy, x, p)

and

η = (BMBy, x,

(BEFORE e, [GOAL x, (AFT ER e, (BEL y,

[BEFORE e, (BEL x, p)])) ]))

今，時間 tにおいて¬(BMB y, x, p)（yは xが pを信じていることを信じていない）
であり，あるイベントeを実行する以前から xは pを信じている．さらに xは inform

の実行後に (BMB y, x, p)が真になることを最終的なGOALとして持っている．な
おかつ，時間 tにおいて informを実行して最終的なゴールである (BMB y, x, p)を
達成することにより，xが informを実行することで yは “ xが informを実行する以
前から pを知っていた” ということを信念として持つといった INTENDを持って
いる．Cohenが定義した informは FIPAの定義した informのような相手へ新しい
情報を伝える行為ではなく，自身がある事柄を信念として持っているということ
を相手へ伝達する行為と定義している．また，この定義においては動的論理での
行為結合子 (Constructor)“;”,“?”を定義に含めている．これに加え，Wooldridgeは
Cohenの informをBDIの様相演算を使った形式へ変更し，さらにCohenの定義で
は一対一のコミュニケーションを対象としているが，Wooldridgeの定義ではある
単体のエージェントからエージェントのグループ gへと変更を加えている．

定義 14 Wooldridgeによる attempt((attempt i, α, θ, η)

(Bel i,¬θ) ∧

(Agtα, i) ∧
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(Des i(Achvsα, θ)) ∧

(Int i(Achvsα, η)))?;α

定義 14ではCohenと同様に iは送信者であり，αは行為を示し，(Achcsα, θ)は
αを実行することにより，θを達成することを示している．そして∧で結合されて
いる部分を満たしたならば，αが実行されるという前提である．以下は informの
定義である．

定義 15 inform (INFORM i, g, α, p) ≡ (attempt i, α, ψ,X)

where

ψ = (MBel g, p)

and

χ = (MBel g, (Int i(MBel g, p)))

定義 15の詳細はCohenと同様であるが，違いとして一対多のコミュニケーショ
ンを対象としている点である．

FIPAの通信行為の形式は，次章以降で説明するがわれわれの形式化する infの
ベースとなる．CohenらとWooldridgeらによるエージェントの通信行為は，願望
や意図は行為の一部であるという立場のためFIPAと比べると行為の形式が複雑に
なっている．

2.7 エージェントの信念の更新
Dragoniは前節の通信行為から更新されるエージェント信念について議論してい

る [12]．エージェント信念の修正 (Belief Revision)については [20]などの手法があ
るが，これらの手法はエージェントの行為については考慮していない．したがっ
て，Dragoniは行為が実行された結果として得られる帰結に基づきエージェントの
信念の更新方法を提案したのである．エージェントの信念へ新しく入ってきた信
念の更新方法には単純に 2通り考えることができる．一つはもとからある信念と
矛盾しない場合ともう一つは矛盾する場合である．まず，エージェント間のコミュ
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ニケーションにより新しい信念を受信した場合の更新について以下のように定義
している．まず，矛盾が生じない場合の信念の拡張から述べる．

定義 16 信念の拡張

X + α : ϕ , X ∪ A

• X :エージェントの信念の集合

• α : ϕ :新たに信じる論理式（例．B : ϕ）

• A :（α : ϕ）の略記

• + :信念の拡張

定義 16では新しく行為により受信した信念がもとからある信念と矛盾しなかった
場合における信念の更新方法である．この定義おいて，新しい信念 Bϕ（B : ϕ）を
受信したならば，もとからある信念の集合 Xとの和集合をとり，拡張を行うこと
を示している．次に行為の受手にあたるエージェントがもとからある信念と矛盾
した信念を新しく受け取った場合における信念の更新方法を以下のように定義し
ている．

定義 17 矛盾した信念の更新

X ∗ α : ϕ , (X − α : ¬ϕ) + α : ϕ

• X :エージェントの信念の集合

• α : ϕ :新たに信じる論理式（例．B : ϕ）

• A :（α : ϕ）の略記

• ∗ :信念の修正

• + :信念の拡張

• − :信念の消去

定義 17では矛盾した信念 ϕを受け取った場合に ¬ϕとこれを導くような論理式
(ex : ψ ⊃ ¬ϕ)を消去してから信念 ϕを含めた新しい信念の集合へ拡張する．
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第 3章

通信チャネルの形式化

通信チャネルを形式的に表現する最もシンプルな方法はエージェント間の順序
ペア (〈i, j〉というCartesian積)を用いることである [47, 46]．ペアのままでは形式
言語の構文にならず，そのペアを述語なり様相演算子なりにおいて表現しなけれ
ばならない．これらの先行研究を含め，[22, 35]では通信チャネルの妥当な形式化
の候補を以下のように個別に比較検討した

3.1 述語
述語として定義した場合に c(i, j)(エージェント iからエージェント jへ通信可能)

と表記することができる．しかし，チャネルを示す述語と他の述語を区別するた
めに，i， jなどのエージェントに関わる変数と他の一般の述語のとる変数とを分
ける必要があり，いくつかの型 (sort)とそれぞれの型に対する変数と定数を用意す
る多ソート論理 [42]を用いる必要がある．これは命題論理を述語論理化すること
と合わせて従来的なエージェントの論理を大きく拡大することになる．また，述
語によってより詳細な信念構造を表現可能であるが，2.1.3節で述べたように現段
階ではエージェントの信念としては命題で十分であり，チャネル以外の述語の形
式化は必要としていない．
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3.2 様相演算子
様相演算子として定義した場合は，チャネルをCi jϕ(ϕは iから jへ通知できる)

と表記することができる．しかしながら，様相オペレータCi j は可能世界間のアク
セス可能性について定義されるものであり，本論文で表現を試みるエージェント
間の通信可能性 (エージェント iから jへ通信可能である)と直感的解釈が異なる．
要するに論理式Ci jϕは論理式 ϕが iから jへ通信可能であることを示す (図 3.1)．

ss

w v

p

Ci j

図 3.1:様相演算Ci j の例

また，様相演算子Ci j の公理系についても慎重に考慮しなければならない．これ
らに加え，エージェント数を n個とした場合に様相オペレータCi j を自分と自分の
間に存在するチャネル（Cii）を除いた n(n− 1)個準備しなくてはならなくなる．

3.3 命題論理
命題として定義したときは，ci j (エージェント i j へ通信可能)と表記することが

できるが，命題論理における変数として定義するにはチャネルを特別な変数とし
て定義しなければならない．さらに，命題定数と定義することも考えられるが，命
題定数⊤,⊥へ ci j を加えたところで，命題定数 ci j が本論文で表現したい通信可能
性という意味でのチャネルとは異なる．しかしながら，チャネルを命題にすれば
チャネル自体を情報として相手へ渡すことができるという利点がある．

3.1，3.2節および本節の議論からも解る通り，いずれかの手法を採用としたとし
ても利点と欠点がある．しかし，それぞれが抱える欠点の中で一番既存の論理体
系へ影響を与えない命題変数として通信チャネルを形式化する．命題変数は信念
論理においてエージェントが信念として持つこともでき，さらに他のエージェン
トと相互作用する際に受け渡しも可能となる．エージェント間で受け渡しが可能
なことの利点として，通信不可能であったエージェント間が通信可能になったり，
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逆の状況では通信不可能になるようなことが表現できるようになる．これは，我々
が通信機器等を用いて会話をするときに相手の電話番号を知らなかったが別の人
からその人の電話番号を聞くことにより電話による会話が可能になることがある．
これに加え，もし相手の電話番号を知っていたとしてもすでに変更されていて電
話による連絡が不可能になる場合もある．以上のような状況は計算機間の通信に
おいても度々生じる．したがって，命題変数として形式化することはエージェン
ト間通信におけるチャネルの意義をより高めることとなる．
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第 4章

動的なモデルの更新を行うシステム

第 2章にて紹介した各論理体系では，一度与えられたモデルに対して一切の変
更が生じないモデル，つまり静的なクリプキモデルを採用していた．しかし，マ
ルチエージェントが相互作用し合う環境ではエージェントの心的状態に度々変更
が生じる．よって，以上のような状況を考慮した場合に静的なモデルでの対応は
困難であるといえる．例えば，BDICT L∗ではこれから未来においてエージェントが
状態遷移しうるすべての状態がMの要素として含まれることになるが，現実的に
すべての未来の状態を用意することは不可能である．ただし，全知全能の神なら
ば用意することは可能かもしれない．
したがって，本章ではまず通信チャネルを導入した論理体系によるエージェン

ト間通信を表現するための理想像をまず計算機上にシステムとして実装する．

4.1 構文論
BCT L/cで扱う論理式は以下のように定義する．

定義 18 (論理式)Atは命題変数の集合，Agはエージェントの集合 (i.e. i, j ∈ Ag)

である．このとき，論理体系 BCT L/cの言語LBCT L/cは以下のように与えられる．

ϕ ::= p | ci j | ¬ϕ | ϕ ∧ ψ | Biϕ | AXϕ | AFϕ | AGϕ

ci j はエージェント i から j への通信チャネルを示し，命題変数の要素 (ci j ∈ At)，
Biϕは iは「iが ϕを信じる」を意味する．また，AXϕ,AFϕ,AGϕはそれぞれ「す
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べての分岐する次の状態にて ϕが成り立つ」，「すべての未来の状態で ϕが成り立
つ」および「すべての未来の状態でずっと ϕが成り立つ」と直感的な解釈が与え
られる．
次に，以下の略記を定める．

ϕ ∧ ψ ≡ ¬(¬ϕ ∨ ¬ψ) ϕ→ ψ ≡ ¬ϕ ∨ ψ,

ϕ↔ ψ ≡ (ϕ→ ψ) ∧ (ψ→ ϕ) EXϕ ≡ ¬AX¬ϕ,

EFϕ ≡ ¬AF¬ϕ EGϕ ≡ ¬AF¬ϕ

さらに，BCT L/cにおける様相演算子 Biは KD45を充たし，以下に公理系を定義
する．

定義 19

(PLA) 命題論理の公理
(BK) Bi(ϕ→ ψ)→ (Biϕ→ Biψ)

(BD) Biϕ→ ¬Bi¬ϕ

(B4) Biϕ→ BiBiϕ

(B5) ¬Biϕ→ Bi¬Biϕ

BCT L/cにおける意味論とモデルの説明は省略する．BCT L/c[22]の意味論は，可能
世界意味論での真偽値割り当てと大きく異なりこの点についての議論がまだ十分
なされていない．したがって，次章以降にも関連する伝達行為の定義と計算機上
へ実装したシステムについて次節から順に述べていく．

4.2 伝達行為 inf

伝達行為 inf はFIPA[18, 19]によって形式化された通信行為の一つである．この
行為は，実行主から実行先のエージェントへ論理式を伝達するものである．以下
が FIPAにより形式化されたエージェント iから jへ論理式 ϕを伝達したときの inf

の前提 FP，帰結REである．

FP : Biϕ ∧ ¬Bi(Bif jϕ ∨ Uif jϕ)

RE : B jϕ
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ここで，Bif jは B jϕ∨B j¬ϕの略記，Uif jϕはU jϕ∨U jϕの略記であり，U jは不確か
な知識 (Uncertainty)を示す様相演算子である．infの前提 FPは，伝達する論理式
ϕを実行主のエージェント iが信念として持っていて，かつ実行先のエージェント
jの ϕについての信念を iが信念に持っていないとき，inf は実行され jが ϕを信念
として持つことになる．
上記の形式に基づき，われわれは BCT L/cを用い独自の inf を形式化していく．ま

ず，FIPAの形式で含まれているUif については公理系やその他の規則に対する言
及はなく不明確なためにわれわれの inf には含めない．また，チャネルを新たに導
入したい．そこで，以下のように inf の前提，帰結を定める．

FP : Biϕ¬Bi(Bif jϕ) ∧ Bici j

RE : (BiB jϕ) or (BiB jϕ ∧ B jϕ ∧ B jBiϕ)

上記はチャネルが成り立つかどうかにより分岐した帰結が与えられることを示し
ている．BiB jϕだけが成り立つならばチャネルが成り立たなかったため伝達行為が
失敗したことを示しており，もう一方の帰結が成り立てばチャネルが成り立ち伝
達行為の成功を示す．そして，この二つの帰結がそれぞれ成り立つ状態を追加す
ることでモデルが変更され，これに伴い伝達行為に関わるエージェントの信念も
変更される．モデルの更新手順については次節にて説明する．

4.3 モデル更新システム
本節では，BCT L/cに基づいたモデル更新システムを紹介する．本システムはSWI-

Prolog [54]で実装しており，inf の実行より更新されるモデル変化やLBCT L/cの論理
式の真偽値をコマンドにより確認することも可能である．
まず，各可能世界の状態で成り立つ論理式の確認が可能な proveコマンドにつ

いて述べる．proveコマンドは実行時に可能世界wと状態 t，論理式 ϕを指定する
ことで，ϕが成り立つかどうかを確認する．
Wは可能世界の集合，T は状態の集合，Rは状態間の二項関係の集合，Baは信

念到達可能関係の集合およびVは各可能世界の状態への命題変数に対する真偽値割
り当てをそれぞれ示す．また，w ∈ W，t ∈ T のとき，proveコマンドはAlgorithm

1に従い論理式の真偽値を判定する．
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input : w, t, ϕ

output: YES or NO

prove(w, t, ϕ)

begin

if ϕ ≡ ψ ∧ χ then
if prove(w, t, ψ) =YES and prove(w, t, χ) =YES then returnYES;

else if ϕ ≡ ψ ∨ χ then
if prove(w, t, ψ) =YES and prove(w, t, χ) =YES then returnYES;

else if ϕ ≡ ¬ψ then
if prove(w, t, ψ) =YES then returnNO;

else returnYES;
else if ϕ ≡ ψ→ χ then

if prove(w, t,¬ψ ∨ χ) =YES then returnYES;

else if ϕ ≡ AXψ then

forall (t,w, t′) ∈ Tw do
if prove(w, t′, ψ) =NO then returnNO;

end

returnYES;
else if ϕ ≡ AGψ then

if prove(w, t, ψ) =YES then
T′ = {t′|t′ is reachable fromt with transitivity , t′ ∈ Tw};

forall t′ ∈ T′ do
if prove(w, t′, ψ) =NO then returnNO;

end

returnYES;
end

else if ϕ ≡ AFψ then

if prove(w, t, ψ) =YES then
returnYES

else

forall (t,w, t′) ∈ Tw do
if prove(w, t′,AFψ) =NO then returnNO;

end

end

else if ϕ ≡ EXψ then
if prove(w, t,¬AX¬ψ) =YES then returnYES;

else if ϕ ≡ EGψ then
if prove(w, t,¬AF¬ψ) =YES then returnYES;

else if ϕ ≡ EFψ then
if prove(w, t,¬AG¬ψ) =YES then returnYES;

else if ϕ ≡ Biψ then

forall (w, t,w′) ∈ Bi do
if prove(w′, t, ψ) =NO then returnNO;

end

returnYES;
else

if (w, t, ϕ) ∈ V or (w, t, ϕ) ∈ C then returnYES;

end

return NO;
end

Algorithm 1: prove(w, t, ϕ)
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図 4.2:更新後

次に，infコマンドのアルゴリズムについて述べる．ただし，infにより伝達可能
な論理式は p ∈ Pまでとする．この理由として，BCT L/cにおける論理式には時相
演算子を含む．これらの演算子を含む論理式を伝達可能とした場合，すべてのモ
デル上に存在する状態の二項関係についても変更が生じるため更新手順が複雑化
してしまう．また，BCT L/cでは信念修正についても議論をさけたいという２点の理
由から制限を加えた．

infコマンドでは，可能世界w，状態 t，実行主 i，実行先 jおよび伝達する命題
変数 pを指定することでモデルの更新を検証することができる．以下が inf コマン
ドのあるがリズムである．
上記のアルゴリズムではまず以下の inf の前提を確認する．

?− prove(world, state, Biϕ ∧ ¬Bi(Bjϕ ∨ Bj¬ϕ) ∧ Bicij)

そして，iが前提を充たしている場合に inf の実行され，二つの新しい状態が追加
される．これに加え，inf の実行により変化が生じる iと jの真偽値が inf の帰結に
従い変更され，i， j以外のエージェントは更新以前の真偽値がそのまま更新後の
真偽値となる．図 4.1と図 4.2は，以上の手続きが実行される以前と以後を示して
いる．

4.4 BCTL/cのまとめ
BCT L/cでは，通信チャネル，信念の様相演算子および inf を導入しエージェント

間通信の表現を試みた．また，本章ではチャネルの真偽値がモデル上で一意に定
らないとし，inf に成功・失敗の場合分けした帰結を与えた．
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input : w, t, i, j, ϕ

output: M′ = 〈W,T′w,R
′
w, {B

′
i : i ∈ Agent},V′,C′〉

inform(w, t, i, j, ϕ)

begin

if (w, t) |= Biϕ ∧ ¬BiBif jϕ ∧ Bici j then

forall w′ ∈ W do
T′w′ = Tw′ ∪ {t′, t′′};

R′w′ = Rw′ ∪ {tRw′ t′ , tRw′ t′′};

end

forall k ∈ Agentdo
B′k = Bk ∪ {(w, t′,w′), (w, t′′,w′)|(w, t,w′) ∈ Bk}

end

W1 = {w′′|(w, t,w′) ∈ Bi, (w′, t,w′′) ∈ B j};

W2 = {w′|(w, t,w′) ∈ B j};

W3 = {w′′|(w, t,w′) ∈ B j, (w′, t,w′′) ∈ Bi};

if ϕ is a propositionthen
V1 = {v(w, t′, ϕ), v(w, t′′, ϕ)|w ∈W1};

V2 = {v(w, t′, ϕ)|w ∈W2 ∪W3};

else
C1 = {c(w, t′, ϕ), c(w, t′′, ϕ)|w ∈W1};

C2 = {c(w, t′, ϕ)|w ∈W2 ∪W3}

end

V′ = V ∪ V1 ∪ V2;

C′ = C ∪C1 ∪C2;

end

end

Algorithm 2: inform(w, t, i, j, ϕ)
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しかし，前述した通り BCT L/cでは様相論理にて用いられている可能世界意味論
を用いることができない．その大きな理由として，各可能世界上の状態への命題
変数に対する真偽値割り当てと BCT L/cにおけるチャネルの真偽値割り当てが異な
る点である．本来，可能世界意味論において各可能世界上の状態には必ず命題変
数の真偽値は真または偽かのいずれかが割り当てられている．つまり，命題変数
の集合の要素であるチャネルの真偽値についても真または偽のいずれかが割り当
てられている．この考え方に基づくと，inf を実行する状態でチャネルの真偽値が
一意に決定でき，分岐した帰結が生じなくなる．以上から BCT L/cは計算機上にシ
ステムとして実装するに留まった．
次に，この他についても以下の課題点が残る．

(i) inf に任意の前提，帰結を定め，さらに前提へチャネルが存在しなければな
らないと定めた．しかし，この行為は提案論理体系の枠組みで定義されてい
ない．われわれは，inf の実行により変化するエージェントの信念に基づき
モデルの更新手順を定めたが，モデルの枠組み外で生じた変化をモデルに反
映しただけであり，infとモデルの更新が論理体系の枠組みの中で議論されな
ければならない．

(ii) モデルの更新時に各可能世界の状態への真偽値割り当てを変更させることで
新しいモデルを構成しているが，真偽値割り当てを変更した場合に関連する
エージェントの信念に関する信念修正は妥当なのか．さらに，論理体系全体
の妥当性についても明確な議論はなく，あくまで論理体系と行為，モデルの
更新手順を提案したにすぎない．

34



第 5章

線形型時間のモデルを採用した信念更
新論理

本章では，BCT L/cで抱えていた意味論の問題を解決する．まず，BCT L/cへ動的論
理 [29]を導入し inf を演算子として定め，動的なモデルの書き換えを論理体系上
で示す．これに加え，本章における論理体系では inf の失敗した場合の帰結は考え
ず，チャネルが成り立つ状態でのみ inf が成功し帰結が得られるとする．したがっ
て，時間軸はBCT L/cの分岐型から線形型となる．以上の論理体系をBinf

c と呼び，本
章では詳細を述べる．

5.1 静的なモデルと動的なモデル
本章では，infによってエージェントの認識状態が変更される論理，信念更新論

理 (Belief Update Logic)について述べる．本節では，静的なモデル (Static Model)

と動的なモデル (Dynamic Model)の相違について簡単に概説する．静的なモデル
は BDICT Lのモデルを例にあげると可能世界内の状態は現在の状態だけに限らずす
べての未来・過去の状態が示されており，モデルの変更はできないという考えに基
づいたモデルである (図 5.1)．これに対し動的なモデルは，現在の状態を起点とし
て考え何らかの変更が生じた場合に新たな状態を加え，この状態が現在の状態へ
と移行するといった考えに基づいたモデルである (図 5.2)．われわれは後者の動的
なモデルを採用した論理体系を提案し，エージェントによって行為が実行された場
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合に新たな状態が付け加わるという更新方法をとる (詳細な更新方法は後述する)．

5.2 構文論
定義 20 エージェントの集合Ag,命題変数の集合At，行為の集合Acのとき更新
信念論理の言語LBinf

c
における論理式は以下のように与えられる．

ϕ ::= ⊤ | p | ci j | ¬ϕ | ϕ ∧ ψ | Baϕ | [π]ϕ

π ::= inf ϕi j | ψ? | π1; π2

ここで，論理式 ϕの枠組みで用いている記号はそれぞれ p, ci j ∈ ¶，i, j, a ∈ Ag，ϕ
と ψは論理式の略記．Baϕは “エージェント iは ϕを信じる”，[π]ϕは “行為 πを実
行後に必ず ϕが成り立つ” とそれぞれに直感的な解釈が与えられる．行為 πの枠組
みで用いている記号はそれぞれ inf ϕi j ∈ Acであり，i, j ∈ Agを示す．また，‘?’ お
よび ‘;’ は，動的論理の行為結合子 (Constructor)であり，以下のような意味を持つ．

ϕ? ϕが成り立つかどうか．
π2 ; π1 π1が実行された後に π2が実行される．
．

ただし，上記の行為結合子以外にも [45]が提案する論理体系では，
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π1 + π2 π1かつ π2が実行される．
inf ϕi j ∗ inf ϕi j が繰り返し実行される．

が用いられるが，Binf
c には含めない．

本論理体系のオペレータの公理型を [26, 27, 45]に従い以下のように定義する．

定義 21 信念の様相オペレータ Bi，行為 inf ϕi j ∈ Acと行為結合子 ‘;’ から構成され
る行為オペレータの公理および推論規則を以下のように定義する．

(PLA) 命題論理の公理
(BK) Ba(ϕ→ ψ)→ (Baϕ→ Baψ)

(BD) Baϕ→ ¬Ba¬ϕ

(B4) Baϕ→ BaBaϕ

(B5) ¬Baϕ→ Ba¬Baϕ

(AK) [inf ϕi j ](ϕ→ ψ)→ ([inf ϕi j ]ϕ→ [inf ϕi j ]ψ)

(ACons) [π1; π2]ϕ→ [π1][π2]ϕ

(Def♦) [inf ϕi j ]ϕ→ ¬〈inf ϕi j 〉¬ϕ

(MP1)
ϕ

Baϕ

(MP2)
ϕ

[inf ϕi j ]ϕ

一般に信念の様相オペレータは上記のようにKD45を満たすことが要請される．特
に (B4)はエージェントが内省的 (introspective)であることを要請し，かつ (B5)は
エージェントが矛盾を信じないために多くのシステムで採用されている公理型で
ある.1 [45]では [ϕ?]ψ ⊃ (ϕ ⊃ ψ)という公理も含まれているが，B

inf ϕi j
c では ψの評価

のタイミングを ϕの評価によって更新した後にするため，このままの形では公理
に含めず，定義 24の (7)において意味づけを行うこととする．

5.3 意味論
定義 22 L

B
inf

ϕ
i j

c

のモデルは

M = 〈W, {Tw|w ∈ W}, {Rw|w ∈ W}, {Ba|a ∈ Ag},V〉
1�ϕ→ ¬�¬ϕ⇔ ¬�(ϕ ∧ ¬ϕ)⇔ ¬�⊥より．
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と定める．各々は以下から構成される．

• Wは可能世界の集合．

• Twは各可能世界Wの状態の集合．

• Rwは各状態Twの二項関係 ‘≺’ の集合，すなわち Rw ⊆ Tw × Tw．

• BaはW上のTwの要素により同期を取った世界間のアクセス関係，すなわ
ち Ba ⊆ W ×Tw ×W.

• Vは各可能世界w ∈ Wの各状態 t ∈ Twにおける変数に対する真偽値割当で
ある．すなわち Pは命題変数，Cはチャネル変数の集合，Φ = P ∪ Cとし，
V(p) :W×Tw→ {t, f } where p∈ At．

行為オペレータ [inf ϕi j ]も信念様相の Baも同じ様相論理でいうところの ‘�’ 型のオ
ペレータであるが，[inf ϕi j ]は一つの可能世界の中で状態間の二項関係に対するもの
であるのに対し，Baは異なる可能世界間の同じ状態を結ぶアクセス可能関係であ
ることに注意.2

Binf
c の更新を行う前の状態のクリプキ意味論は通常の真理条件 ‘ |=’ を用いて以下

のように定義される．ここで，a ∈ Ag，(M,w, t) |= ϕはモデルMの可能世界wの
状態 tにて ϕが成り立つことを表す．

定義 23 更新を伴わない式に対する真理条件は以下のように行う．

(1) (M,w, t) |= p ⇔ (w, t) ∈ V(p)

(2) (M,w, t) |= ci j ⇔ (w, t) ∈ V(ci j )

(3) (M,w, t) |= ¬ϕ ⇔ (M,w, t) 6|= ϕ

(4) (M,w, t) |= ϕ ∧ ψ ⇔ (M,w, t) |= ϕかつ (M,w, t) |= ψ

(5) (M,w, t) |= Baϕ ⇔ ∀w s.t. (w, t,w′) ∈ Ba, (M,w′, t) |= ϕ

ここで inf ϕi j ∈ Acとし，行為 inf ϕi j による更新を含めたクリプキ意味論の付値は後
のMinf ϕi j とする．Minf ϕ

i j の内容は定義 25で述べるが，それに先立ち付値に関する
約束を次の定義 24に述べる．

2本稿で述べる更新論理は各世界に一つずつ状態を追加していくため，[inf ϕi j ]でアクセスできる
状態は事実上一つである．しかし先行研究とシンタックスを同一にし，かつ更新手続きが他の仕様
になっても論理の形に変更を加えなくてすむようこのように形式化する．
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定義 24 更新を伴う式を含む拡張された真理条件には ‘ |=∗’ を用いる．まず更新を
伴わない式 (定義 23(1)∼(5))に対しては，

(M,w, t) |=∗ ϕ ⇔ (M,w, t) |= ϕ

とした上で，以下のように定義する．

(6) (M,w, t) |=∗ [inf ϕi j ]ϕ ⇔ ∀ t′ ∈ {t′|t ≺ t′ ∈ R
inf ϕ

i j
w }, (Minf ϕi j ,w, t′) |=∗ ϕ

更新以前のモデルM = 〈W,Tw,Rw,Ba,V〉が行為 inf ϕi j によってMinf ϕ

i j = 〈W,T
inf ϕ

i j
w ,

R
inf ϕ

i j
w ,B

inf ϕi j
a ,V

inf ϕ

i j 〉に更新されるとき，各々は次の変更を受ける．

定義 25 更新後のモデルMinf ϕ

i j は，以下のように定める．

(1) T
inf ϕi j
w = Tw ∪ {t′}

(2) R
inf ϕi j
w = Rw ∪ {t ≺ t′}

(3) B
inf ϕi j
a = Ba ∪ {(w, t′,w′)|(w, t,w′) ∈ Ba}

(4) Vinf ϕ

i j = {v(w, t′, ψ)|v(w, t, ψ) ∈ V} + {v(w, t′, ϕ)|v(w, t, [inf ϕi j ]ϕ) ∈ V}

定義 25の (4)は定義 24の (6)に対応するもので，世界 w状態 tで [inf ϕi j ]ϕが成り
立っていたならば同じwの新状態 t′において ϕが成り立つことを要請する．ここ
で，Binf

c では矛盾した論理式による信念更新は起こらないものとする．したがって，
‘+’ は新たに加わる信念は依然の信念へ無条件に組み込まれることを表し，[63]に
て議論されている信念修正についてはスコープ外とする．

5.3においては状態 t から状態 t′ へモデルが書き変わった際の可能世界W =

{w0,w1,w2,w3,w4}，状態 Tw = {t, t′}，アクセス関係Ba = {Bi, B j |i, j ∈ Ba}および命
題P = {ϕ}を示す．図では状態 tにおいてエージェント iの認識下にあった ϕとい
う情報が状態 t′でエージェント jの認識下において成り立っている．ここでは簡
単のため t′における iの認識および tにおける jの認識，また BiB j, B jBiなどの相
互認識などのアクセス関係の矢は記していない．実際w2,w3,w3のうち tにおいて
jが ¬ϕという知識を信じていた世界では t′においてそれが ϕに書き換わることが
要請される．
本稿における更新されたモデルMinf ϕ

i j は [58, 59]にように更新によって世界間の
アクセス可能関係を修正する方法も考えられるが，本稿では時間のインデックス t
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図 5.3: B
inf ϕ

i j
c におけるモデルの更新

を残し，時間を追って各可能世界で成立する命題の真偽を修正していく方法を取っ
た．これにより，修正の履歴 (history)を言及することが可能になり，実問題のア
プリケーションに有用となることが期待できる．

5.4 前提・帰結を与えた inf

本章では前章までに導入した Binf
c の行為 inf ϕi j を伝達行為 inf に特化し，行為 inf

を定式化する．行為 inf ϕi j の実行と動的なモデル更新Minfは定義 24の (6)であるが，
この式にそのまま inf を挿入すると以下のようになる．

(M,w) |=∗ [inf]ϕ⇔ (Minf ,w) |=∗ ϕ (5.1)

しかし，(5.1)式では行為 inf 実行後に成り立つ論理式が任意の論理式 ϕとなってし
まう．われわれは行為 inf の実行結果は特定の論理式として定義したい．また，行
為 inf を実行するために満たさなければならない前提条件も同じく (5.1)式へ含め
たい．したがって，前提条件と通信結果を用い以下のように (5.1)式を精密化する．

FIPAにおける伝達行為 informは次のように定められていた．
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〈i, inform( j, ϕ)〉

前提条件: Biϕ ∧ ¬Bi(Bifjϕ ∨ Uif jϕ)

通信結果: Bjϕ

ここで送信側と受信側のエージェントをそれぞれ i, j ∈ Ag，Biϕは “エージェント i

が ϕを信じる”，U jϕは “エージェント jは ¬ϕより ϕらしいと信じている”，Bi f jϕ

とUi f jϕはそれぞれ B jϕ ∨ B j¬ϕとU jϕ ∨ U j¬ϕの略記を示す．
上記の行為 informは実行時に，前提条件を満たさなければ通信結果を得ること

はできないことを示している．同時にまた，前提条件を満たしさえすれば通信結果
は必ず上記のように定まる．まず前提条件には不確実な信念の様相オペレータ U

を含んでおり，確率の導入による実装 [28]なども試みられているが，未だ課題点
も多い．よってUの導入はいったん本研究のスコープ外とし，将来の課題とする．
さらに ¬Bi(B jϕ ∨ B j¬ϕ)であるが，これは動的論理にとって強すぎる制約であ

る．もし送信元のエージェント iが BiB jϕ(または BiB j¬ϕ)という信念を持った状況
では，その後に iが jに再び ϕを通知することができない．本研究における動的な
モデルの書き換えではエージェントの認識は書き換わる可能性があり，通知行為
はいつでも可能であるようにしておく必要がある．
以上の議論に従いFIPAの informの前提を改編し，本研究では “送信元のエージェ

ントが送信先へのコミュニケーションチャネルが存在していることを認識してい
て (Bici j )” かつ “実際にコミュニケーションチャネルが存在している (ci j )” 状況

FP ϕ

i j : Biϕ ∧ Bici j ∧ ci j (5.2)

をもって伝達行為の前提条件とする3．
次に，[7]の伝達行為 informの通信結果にある通信に関わった双方のエージェン

トが ϕについて相互信念 (Mutual Belief)を持つという定義に従い，われわれの inf

にも通信結果として相互に ϕについて信念を持つことを示す論理式 BiB jϕと B jBiϕ

を通信結果へ追加する.4

REϕ

i j : B jϕ ∧ BiB jϕ ∧ B jBiϕ (5.3)

3Bi に公理型 (T)(すなわち確定知識の様相)を用いると Bici j ⊃ ci j より (5.2)式の ci j は余剰とな
る．

4この相互信念と (B4)より任意の正整数m, nに対して Bm
i Bn

jϕおよび Bm
j Bn

i ϕが成り立つ．
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一般に前提条件 FPと通信結果REを用いて伝達行為の式が定めるべき要件は以
下のようになる．

(M,w, t) |=∗ FP, (M,w, t) |=∗ [inf ]RE, かつ

(Minf ,w, t′) |=∗ RE (5.4)

ここで通信内容とエージェントの間で FP，RE，inf の依存関係を明示するため
に，送信側のエージェント i，受信側のエージェント jと通知内容 ϕのインデック
スを付加し，次のように行為 inf を定義する．

定義 26 前提条件 FP ϕ

i j と通信結果REϕ

i j に対して伝達行為を

(M,w, t) |=∗ [FP ϕ

i j ?;inf ϕi j ]REϕ

i j

とする．

ここで伝達行為は FP，infと REにそれぞれ同じインデックス 〈i, j, ϕ〉が割り振
られたときだけに定義されていることに注意．もしインデックスが一致しない場
合には通信内容とは無関係な命題内容，あるいはエージェントを指すことになり，
伝達行為の意味をなさない．
定義7の伝達行為の式は定義24の (7)(8)により以下のように意味づけされ，(5.4)

の仕様を満たす．(下式では簡単のためインデックスを明示しない.)

(M,w, t) |=∗ [FP?;inf ]RE

⇔ (M,w, t) |=∗ [FP?][inf ]RE

⇔ if (M,w, t) |=∗ FP then(Minf ,w, t′) |=∗ RE.

定義 7に示す定式化においては前提条件・通信結果を差し替えてかまわない仕
様になっている．本研究では前提条件に (5.2)式，通信結果に (5.3)式を定めたが，
応用分野によっては随時前提条件・通信結果を変更することができる．
更新後のモデルは 5.3節の定義 25で述べたとおりであり，特に付値に関しては

Vinf ϕ

i j = {v(w, t′, ψ)|v(w, t, ψ) ∈ V}∗

{v(w, t′,RE)|v(w, t, [inf ϕ

i j ]RE) ∈ V}

となる．
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5.5 モデルチェッカー
Binf

c に基づくモデルチェッカ－を S WIPrologT M[54]を用いて計算機上へ実装し
た．本モデルチェッカーでは，Binf

c で扱う論理式の真偽判定，行為 inf を実行，こ
れによるモデルの更新をユーザが与えたモデルに基づき検証可能である．(モデル
の詳細な更新方法は 5.3定義 25を参照)．
このモデルチェッカーは次の二つのコマンドを実行する．

proveコマンド 本コマンドは述語 proveによって実行され，Binf
c における論理式の

真偽値を可能世界と状態のインデックスを与えることにより検証する．この
アルゴリズムを Algorithm3に示す．ここで用いるメタな変数 w, t, ϕ, ψ, χは，
第 5.3に従い同じように扱う．

informコマンド 本コマンドは通信操作を実行することによりモデルの更新を行
うものである．このアルゴリズムをAlgorithm4に示す．ここで前提条件 FP

は Biϕ ∧ Bici j ∧ ci j の略記とする．

5.6 B
inf ϕi j
c の課題点

本章では，伝達行為 infを動的論理の導入により論理体系上で形式化した．さら
に，infによってエージェントの状態変化を新たに状態を一つ加えモデル全体を更新
するという手法を提案した．しかしながら，B

inf ϕi j
c の意味論において，演算子 [inf ϕi j

が示すモデル上の関係が状態間の関係およびモデルと更新後のモデルの関係となっ
ている．本来，一つの様相演算子に対し複数の関係を関連づけるためには意味論
の与え方を従来のものとは異なった方法を用いる必要がある．しかし，現時点で
は以上について良い方法は見当たらない．
これに加え，過去の状態を残すモデルを採用しているがモデル上でこれを評価

する論理式が構成不可能となっている．したがって，これらの問題点を考慮する
と従来研究ではある [2, 58]により導入されている到達可能関係を削除する更新手
法が最も論理的問題が少なく最善であるといえる．ただし，削除可能な到達可能
関係が無くなったときにモデルを更新できないという状況に陥る問題がある．
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input : w, t, ϕ

output: YES or NO

prove(w, t, ϕ)

begin

if ϕ ≡ ψ ∧ χ then
if prove(w, t, ψ) =YES and prove(w, t, χ) =YES then returnYES;

else if ϕ ≡ ψ ∨ χ then
if prove(w, t, ψ) =YES and prove(w, t, χ) =YES then returnYES;

else if ϕ ≡ ¬ψ then
if prove(w, t, ψ) =YES then returnNO;

else returnYES;

else if ϕ ≡ ψ ⊃ χ then
if prove(w, t,¬ψ ∨ χ) =YES then returnYES;

else if ϕ ≡ ψ?;χ then
if prove(w, t, ψ) =YES then prove(w, t, χ) returnYES;

else if ϕ ≡ ψ; χ then
prove(w, t, ψ);

prove(w, t, χ);

returnYES
else if ϕ ≡ [inf ϕ

i j ]ψ then
inform(w, t, i, j, ψ);

if prove(w, t, ψ) =YES then returnNO;

else if ϕ ≡ Baψ then

forall (w, t,w′) ∈ Ba do
if prove(w′, t, ψ) =NO then returnNO;

end

returnYES;

else
if (w, t, ϕ) ∈ V then returnYES;

end

return NO;

end

Algorithm 3: proveコマンド
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input : w, t, i, j, ϕ

output:M′ = 〈W,T ′w,R
′
w,Ba,V

′〉

inform(w, t, i, j, p)

begin

if (w, t) |= FP then

forall w′ ∈ W do
T ′w′ = Tw′ ∪ {t′};

R′w′ = Rw′ ∪ {(t, t′)};

end

forall k ∈ Ag do
B′k = Bk ∪ {(w, t′,w′) | (w, t,w′) ∈ Bk}

end

W′ = {w′ | (w, t,w′) ∈ B j};

V′ = {v(w, t′, ψ) | v(w, t, ψ) ∈ V} ∗ {v(w, t′, ϕ)|v(w, t, ϕ) ∈ V}

end

end

Algorithm 4: informコマンド
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第 6章

信念更新論理

本章では，前章の最後で議論した課題点についての解決を試みる．ただし，可能
世界上に状態が存在するクリプキモデルは使用しない．したがって，van Benthem

らや Yamadaらが採用しているモデルの更新方法をわれわれも同じく採用した論
理体系を提案する．

6.1 伝達行為とチャネル

6.1.1 伝達行為の要件

FIPA [19]に従えば，伝達には前提条件が必要であり，またそれに伴う必然的な
帰結がある．FP (feasibility precondition)を前提条件，RE (rational effect)を帰結と
すると，FIPAの定義は以下のように記述される．

FP: Biϕ ∧ ¬Bi(Bif jϕ ∨ Uif jϕ)

RE: B jϕ
(6.1)

ただし上記の FPにおけるBif jϕ = (B jϕ∨ B j¬ϕ), Uif jϕ = (U jϕ∨U j¬ϕ)のうち，様
相演算子U j (uncertain)はどのような公理系を充たし，どのような使い方がなされ
るかなど明確ではない．よって本研究では様相演算子は B (belief)に話を限定して
その要件を議論する．
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分岐型時間の問題 本研究においても様相論理の意味づけとしてクリプキモデル
を用いる．伝達行為 informを含む論理では [51, 55]に代表されるように信念演算
子に加え，CTLの分岐型時間を表現する演算子が用いられ，行為 (action)の差異に
より引き起こされる状態が異なるとする．しかし分岐型時間を含む論理にモデル
を与えるにははるか未来に渡って分岐の木を仮定する必要があり，かつそのほと
んどは現実に起きる通信過程では無意味なものである．したがって本研究では未
来の時間分岐まで含めて静的にモデルを定めることはせず，代わりに行為によっ
てモデルが動的に更新されるとする．よってこの論理体系では可能世界に状態を
含まず，分岐型時間を採用しない．

更新論理 [58]は義務を伝える論理としてECLII (eliminative command logic II)を
提案した．その方法論では，エージェント iからエージェントに jに命令を伝える
様相を可能世界間のアクセス関係の集合Ri j として定義した上で，

(M,w) |= O(i, j)ϕ ⇐⇒ ∀v s.t. (w, v) ∈ R(i, j), (M, v) |= ϕ (6.2)

とする．この形式化においては様相オペレータ O(i, j)は「iが jから負う義務 (obli-

gation)」という意味を持つことができる．ECLにおいては iから jへ ϕという命令
を伝える行為 [! (i, j)χ]ϕを準備し，

(M,w) |= [! (i, j)χ]ϕ ⇐⇒ ∀v s.t. (w, v) ∈ R(i, j)↾χ, (M′, v) |= ϕ (6.3)

とする．ただし R(i, j)↾χは可能世界間の到達関係 R(i, j)のうち，終点が χを充たす
もの，すなわち {(x, y) ∈ R(i, j) | (M, y) |= χ}である．そして (6.3)式に現れるM′は
命令が伝わったことによってモデルMが変更された (update)されたことを意味す
る．本研究においても，この可能世界の到達関係の削除によるモデルの変更とい
う考え方を踏襲する．

信念修正の問題 本研究で扱う信念とは，論理のモデルとしてのフレーム，すな
わち可能世界の集合とその間の到達関係および命題の真偽値で与えるものである．
したがって各エージェントの信念をすべて書き下したものではない．よって伝わ
る情報についての真偽の変化は議論できても，その情報とは直接関係のない知識
が各エージェントの中でどのような変化を受けるかは保証しない．

47



図 6.1:信念の更新例 (ただしすべてのア
クセス関係は記載されていない)

例えば，いまエージェント iが命題変数 pが真およびエージェント jが pが真で
あることを信じていることを信じていない状況 (i.e.¬Bi p, Bi¬B j p)を想定する．こ
こで，{0, 1, 2, 3, 4}を可能世界，{Bi,B j}を可能世界間の到達可能関係とし，可能世
界 0を起点としたとき図 6.1左のようなモデルであったとする．次に，伝達行為に
よりエージェント iの信念のうち ¬Bi pが Bi pに更新されたとする．このとき更新
論理による方法 [2] では ¬pが成り立つ可能世界 2への到達可能関係は削除され，
可能世界 0で Bi pが成り立つようにモデル全体が更新され図 6.1右のようになる．
この例では¬Bi pが Bi pに更新されただけでなく，Bi¬B j pについても BiB j pに更新
される．したがって，以上のような新たに加わる信念により生じる副作用による
信念の一貫性は保証しない．

信念の様相演算子 一般に信念の様相演算子Bは公理型KD45に従うとされる [26]．

(K) B(ϕ→ ψ)→ (Bϕ→ Bψ)

(D) B¬ϕ→ ¬Bϕ

(4) Bϕ→ BBϕ

(5) ¬Bϕ→ B¬Bϕ

これに対し確定知識の様相演算子 Kはさらに

(T) Kϕ→ ϕ
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を充たし，公理系S5 (= KTD45)に従う．伝達行為を行うためには，実行主側がそ
の情報を信じている必要があるが，この「信じている」は (T)を仮定しない．同時
に情報の受け取り手のエージェントはその情報を疑わないが，その情報の真実性
については相変わらず公理型 (T)を充たすことができず，あくまで信念とする．
また本研究では，公理 (D)も要請しない．本研究では到達可能関係を削除する

ことで信念更新を行うという手法を採用するため，ある可能世界から出発するア
クセス経路が消失する可能性があるからである．これは B¬ϕだからと言って ¬Bϕ

を含意しないことになるが，6.2.2節のアルゴリズムに述べるようにエージェント
が B¬ϕであった場合に情報 ϕを受け取るとアクセス可能な世界がすべてなくなる
ため，矛盾を信じることにはならない．公理系K45を充たす信念は [6]で研究さ
れており，本研究でもその成果を応用する．

6.2 信念更新論理BUL

6.2.1 静的なモデルを扱う論理体系BL

BLで扱う論理式は以下のように定義される．

定義 27 （論理式）p ∈ At は命題変数の集合，Propは命題論理の論理式の集合，
i, j ∈ Agはエージェントの集合である．このとき，ϕ ∈ Propに対して BLの言語
LBLにおける文は以下のように与えられる．

ϕ ::= ⊤ | p | ci j | ¬ϕ | ϕ ∧ ψ | Biϕ

上記に加え，論理結合子∨および→も導入される．また，ci jはエージェント iから
jへの通信経路を示し命題変数Atの集合の要素とする (i.e. ci j ∈ At)，Biϕは「エー
ジェント iが ϕを信じる」と直感的な解釈が与えられる．信念演算子 Biは公理系
K45を充たし，以下に定める．

定義 28 (公理系)

(PLA) 命題論理の公理.
(BK) Bi(ϕ→ ψ) → (Biϕ→ Biψ)

(B4) Biϕ→ BiBiϕ

(B5) ¬Biϕ→ Bi¬Biϕ
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次に，LBLに基づきクリプキ意味論を与える．まず，[48]に従い BLで扱うクリプ
キモデルMは以下から構成される．

定義 29 (クリプキモデル)

M = 〈W,w0, {B1, . . . ,Bn},V〉

Wは可能世界の集合，w0 ∈ W(起点となる可能世界)1，Bは各可能世界を結ぶ信
念到達可能関係 (i.e. Bn ⊆ W ×W)，およびVは各可能世界の命題に対する真偽
値割り当である (i.e．V(p) ⊆ W)．

定義 30 (クリプキ意味論)MがLBLのモデルであり，各可能世界w ∈ Wに各論理
式へ真偽値がVによって割り当てられる．このとき，BLの意味論は以下のように
与えられる．

(1) (M,w) |=BL p ⇔ w ∈ V(p), p ∈ At

(2) (M,w) |=BL ci j ⇔ w ∈ V(ci j ), ci j ∈ At

(3) (M,w) |=BL ¬ϕ ⇔ (M,w) 6|=BL ϕ

(4) (M,w) |=BL ϕ ∧ ψ ⇔

(M,w) |=BL ϕかつ (M,w) |=BL ψ

(5) (M,w) |=BL Biϕ ⇔

∀w′ s.t. (w,w′) ∈ Bi, (M,w′) |=BL ϕ

BLの証明システムを以下に定める．

定義 31 (BLの証明システム) BLの証明システムは定義 28の公理および以下の推
論規則から定められる．

(NecB)
ϕ

Biϕ

(MP)
ϕ ϕ→ ψ

ψ

上記の ϕは，信念論理および命題論理における公理系を適応させ導かれた有限
な論理式である．ここで，ϕが証明可能なとき，⊢BL ϕと記述する．また，Σ ∪ {ϕ}

1[48]らによって提案された論理体系のクリプキモデルは可能世界の集合の要素の一つが起点と
なる可能世界を現実世界 (actual world)と定めている．BULでも彼らに従い w0 ∈ Wを起点とする
可能世界と定める
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がLBLの論理式の集合であるときは，ψ1 . . . ψn ∈ Σが ⊢BL (ψ1 ∧ · · · ∧ ψn) → ϕのと
き，ϕは Σから演繹可能であるという (Σ ⊢BL ϕ)．
定義 31より，BLの公理はどれも妥当であり，推論規則もどれも妥当性を保存

する．したがって，BLは健全である．さらに，同論理における完全性については
既に [6]にて証明されている．

命題 1 (BLの完全性)．Σ∪ ϕがLBLの論理式である．このとき，Σ |=BL ϕであるな
らば，Σ ⊢BL ϕである [6]．

6.2.2 動的なモデルを扱う論理体系BUL

BULは，LBLに動的論理を加え拡張した論理体系である．
LBULでは，信念演算子 Bと新たに行為演算子 [inf ϕ

i j ]を用いる．論理式 [inf ϕ

i j ]ψ

は，inf ϕ

i j を実行後のモデルにて ψが成り立つという直感的な解釈が与えられる．
BULの論理式を以下に定義する．

定義 32 (BULの論理式) p ∈ Atは命題変数の集合，ϕ ∈ Propは命題論理の論理式
の集合，i, j ∈ Agはエージェントの集合，inf ϕi j ∈ Ac，ϕ ∈ LBLのとき，論理体系
BULの言語LBULの文は以下のように与えられる．

ϕ ::= ⊤ | p | ci j | ¬ϕ | ϕ ∧ ψ | Biϕ

ϕ̃ ::= ϕ | ¬ϕ̃ | ϕ̃ ∧ ψ̃ | [inf ϕi j ]ϕ̃

項 πと演算子 [π]はそれぞれ行為項と行為演算子と呼ぶ．inf ϕi j に付加されているイ
ンデックスは i, j ∈ Ag，ϕは伝達される内容を示しており，iから jへ ϕを伝える
ということを意味する．

定義 33 (公理系)ϕ, ψ ∈ Prop，ϕ ∈ LBLおよび ϕ̃, ψ̃ ∈ LBULのとき，BULの公理は
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以下から定義される2．

(PLA) 命題論理の公理.
(BK) Bi(ϕ̃→ ψ̃)→ (Biϕ̃→ Biψ̃)

(B4) Biϕ̃→ BiBiϕ̃

(B5) ¬Biϕ̃→ Bi¬Biϕ̃

(AcK) [inf ϕi j ](ϕ̃→ ψ̃)↔ ([inf ϕi j ]ϕ̃→ [inf ϕi j ]ψ̃)

(Act) [inf ϕi j ]p↔ p

(AcVer) [inf ϕi j ]⊤ ↔ ⊤

(AcFunc) [inf ϕi j ]¬ψ̃↔ ¬[inf ϕi j ]ψ̃

(AcBelr) [inf ϕi j ]B jψ↔ (ci j → B j(ϕ→ [inf ϕi j ]ψ))

(AcBelo) [inf ϕi j ]Bkψ↔ Bk[inf ϕi j ]ψ where j, k

以上を踏まえ，BULの意味論を与える．まず，クリプキモデルMは以下から構
成される．

定義 34 (クリプキモデル)

M = 〈W,w0, {B1, . . . ,Bn},V〉

上記の各集合は，前節の BLでの解説を参照されたい．

定義 35 (クリプキ意味論)クリプキモデルM = 〈W,w0, {B1, . . . , Bn},V〉に対し，M
の要素と論理式の間の関係 |=BULを以下のように定義する．

(1) (M,w) |=BUL p ⇔ w ∈ V(p), p ∈ At

(2) (M,w) |=BUL ci j ⇔ w ∈ V(ci j ), ci j ∈ At

(3) (M,w) |=BUL ¬ϕ̃ ⇔ (M,w) 6|=BUL ϕ̃

(4) (M,w) |=BUL ϕ̃ ∧ ψ̃ ⇔

(M,w) |=BUL ϕ̃かつ (M,w) |=BUL ψ̃

(5) (M,w) |=BUL Biϕ̃ ⇔

∀w′ s.t. (w,w′) ∈ Bi, (M,w′) |=BUL ϕ̃

(6) (M,w) |=BUL [inf ϕi j ]ψ̃ ⇔ if (M,w) |=BUL ci j then(Minf ϕ

i j ,w) |=BUL ψ̃

2[inf ](ϕ∧ ψ)↔ [inf ]ϕ∧ [inf ]ψ型の公理は (AcK)および (AcFunc)より導出可能であるため不要
であることに注意．
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ここで，Minf ϕi j は伝達行為 inf ϕi j により以下のようにMが更新されたことを示す．

M
inf ϕ

i j = 〈W,w0, {B
inf ϕi j
1 , . . . ,B

inf ϕi j
n },V〉

BULにおいて更新後のモデルは一意に決定することができる3．また，モデルの
更新手法は，[58]と同様であり，各可能世界での命題変数の真偽値は固定したま
まであり，可能世界間の到達可能関係を変更することで各エージェントの信念を
更新するものとする．
以下，[inf ϕi j ] による各 Binf ϕi j

i (i = 1, · · · , n)の更新手続きをアルゴリズム 5, 6に示
す4．

input : B j, inf ϕ

i j , w0

output: B
inf ϕ

i j

j

begin

foreach (x, y) ∈ B j such that(M, y) |=BUL ¬ϕ do

B
inf ϕ

i j

j := B j \ {(x, y)};

end

end

Algorithm 5: B jの更新手続き

input : Bk, inf ϕ

i j , w0

output: B
inf ϕ

i j

k (k , j)

begin

B
inf ϕi j

k := Bk ;

end

Algorithm 6: Bkの更新手続き ( j , k)

図 6.2左において，(w0, y)および (x, y)を削除した状態が図 6.2右であるが，この
ままでは公理 (B5)に基づいて再び (x, y)が要請され，次に公理 (B4)によって (w0, y)

3この立場は [2, 58]も同じであり，更新後のモデルはただ一つ存在し，[inf ϕi j ]p = ¬[inf ϕi j ]¬pが
成り立つ．¬[inf ϕi j ]¬ϕ ≡ 〈inf ϕi j 〉ϕと (AcFunc)により，[inf ϕi j ]ψ̃が成り立つならば結果として 〈inf ϕi j 〉ψ̃

が成り立つ．
4アルゴリズム 5においては Bj¬ϕが ¬Bjϕを含意しないために場合分けを生じている．

53



図 6.2:¬B jϕから B jϕへの不完全な更新

図 6.3:¬B jϕから B jϕへの完全な更新

を生じてしまう．したがって ϕ–世界と ¬ϕ–世界は (B4)(B5)によってアクセス経路
を生じないように分断する必要がある (図 6.3)．
アルゴリズム 6は，inf ϕi j の実行により成り立つ論理式が信念に影響を受けない

エージェントの信念更新手続きである．
ここで公理 (AcBelr)は以下のように意味づけられる．

(Minf ϕ

i j ,w) |=BUL B jψ̃

⇐⇒ ∀(w, x) ∈ B
inf ϕi j

j , (Minf ϕ

i j , x) |=BUL ψ̃

⇐⇒ (M,w) |=BUL ci jならば
∀(w, y) ∈ B j, (M, y) |=BUL ϕ→ [inf ϕi j ]ψ̃.

すなわちアクセス関係の削除に基づいてBinf ϕi j

j ⊆ B j となっていることに注意する
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必要がある．
以上のすべての更新手続きにおいて更新後の Binf ϕ

i j でもK45を充たすことを以
下で証明する．

補題 1 Binf ϕ

j = B j \ {(x, y) | Minf ϕ

i j , y |= ¬ϕ}に依処する信念演算子 BK, B4, B5を充
たす．

(B4) 更新前は (x, y), (y, z), (x, z) ∈ Binf ϕ

j であって (4)は満たしていたにも関わらず，
更新後は (x, y), (y, z) ∈ Binf ϕ

j かつ (x, z) < Binf ϕ

j となったとする．このような到
達関係の削除が起こるためには (Minf ϕ

i j , z) |=BUL ¬ϕであった必要がある．し
かし (x, y), (y, z) ∈ B

inf ϕ

i j

j であるためには (M, y) |= ϕ, (M, z) |= ϕでなければな
らない．矛盾．

(B5) 更新前は (B5)は満たされていたにも関わらず，更新後 (x, y), (x, z) ∈ Binf ϕ

j で
あって，かつ (y, z) < Binf ϕ

j であるような y, zが存在したと仮定する．すると
y, zの一方で ¬ϕでなければならない．もし (Minf ϕ

i j , y) |=BUL ¬ϕ ならば (x, y)

も Binf ϕ

j から除外されなければならない．zについても同様，これは矛盾で
ある． �

補題 2 アルゴリズム 5のBinf ϕ

j はすべての可能世界wにおいてK45を充たす．

証明 1 補題 1およびアルゴリズム 5より． �

補題 3 信念に変更の生じないエージェント kの信念の更新手順 [inf ϕi j ]B jϕによる更
新において変化の生じない信念到達可能関係Bk(k , i)は更新後のBinf ϕ

k でK45を
充たす．

証明 2 アルゴリズム 6より． �

定理 1 Binf ϕ

i およびBinf ϕ

k はK45を充たす．

証明 3 補題 2，3より． �
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6.3 BULのBLへの変換と証明システム
定義 36 (証明システム)BULの証明システムは定義 33の公理および以下の推論規
則から定められる．

(NecB)
ϕ̃

Biϕ̃

(NecAc)
ϕ̃

[inf ϕi j ]ϕ̃

(MP)
ϕ̃ ϕ̃→ ψ̃

ψ̃

LBULの論理式 χは公理系を適応させ得られた帰結である．χが証明可能であ
るとき，⊢BUL χと記述する．また，Σ ∪ {χ}が LBULのとき，χは Σから演繹可能
であり，Σ ⊢BUL χと記述する．ただし，⊢BUL χ，または，ψ1, . . . , ψn ∈ Σであり
⊢BUL (ψ1, . . . , ψn)→ χのときに限る．
定義 36より，BULの公理はどれも妥当であり，推論規則もどれも妥当性を保存

する．よって明らかに妥当 (valid)であることがいえる．したがって，BULは健全
である．
定義 36を LBULの論理式に適応させることで，行為項を取り除くことができ，
LBULのすべての論理式は，完全性をすでに示したLBLへ以下のように変換可能で
ある．
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定義 37 (BULから BLへの変換)

(Tatoms) t(p) = p

(Tverum) t(⊤) = ⊤

(Tneg) t(¬ϕ̃) = ¬t(ϕ̃)

(Tconj) t(ϕ̃ ∧ ψ̃) = t(ϕ̃) ∧ t(ψ̃)

(TBel) t(Biϕ̃) = Bit(ϕ̃)

(TAct) t([inf ϕi j ]p) = t(p)

(TAcVer) t([inf ϕi j ]⊤) = t(⊤)

(TAcCons) t([inf ϕi j ][ inf ψjk ]ϕ̃) = t([inf ϕi j ]t([inf ψjk ]ϕ̃))

(TAcK) t([inf ϕi j ](ϕ̃→ ψ̃)) = t([inf ϕi j ]ϕ̃)→ t([inf ϕi j ]ψ̃)

(TAcFunc) t([inf ϕi j ]¬ψ̃) = ¬t([inf ϕi j ]ψ̃)

(TAcBelr) t([inf ϕi j ]B jψ̃)

= t(ci j )→ B j(t(ϕ)→ t([inf ϕi j ]ψ̃))

(TAcBelo) t([inf ϕi j ]Bkψ̃) = Bkt([inf ϕi j ]ψ̃) ( j , k)

本手法による更新では各可能世界での命題変数への真偽値割り当てには変化がな
いため，t(p) ↔ pとする．また伝達行為によるモデルの更新後においても起点と
なる真偽値は変化がないため，t([inf ϕi j ]p) = t(p)とする．
上記の変換は以下の補題から証明することができる．以下で命題論理の言語Prop，

BLの言語LBLおよび BULの言語LBULの記号を用いる．

系 1 すべての論理式 δ ∈ LBULは，定義 37の変換規則および定義 36の公理と推論
規則を適用させることにより，⊢BUL δ→⊢BL t(δ)である．

補題 4 MはLBULのモデル，wをMの可能世界としたとき論理式δ ∈ LBULは，定義
37の変換規則および定義36の公理と推論規則を適用させることにより，(M,w) |=BUL

δ⇔ (M,w) |=BUL t(δ)を充たす．

証明 4 δ ∈ LBULに [inf ϕi j ]を定義 37の変換規則および定義 36の公理と推論規則を
適用させることによって変換されるすべての論理式 t(δ) ∈ LBULは (M,w) |=BUL δ⇔

(M,w) |=BUL t(δ)を充たす． �

次に，BULの変換規則が ⊢BUL ϕ̃↔ t(ϕ̃)であることを以下で証明する．
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補題 5 ϕ̃ ∈ Lとなるすべての論理式 ϕ̃は ⊢BUL ϕ̃↔ t(ϕ̃)を充たす．

証明 5 ϕ̃に対し，帰納的に証明を与える．

1. ϕ̃ ∈ Atのとき，(Tatoms)および (Tverum)より t(ϕ̃)↔ ϕ̃・・・(1)．

2. ϕ̃ ∈ Propのとき．

(2-1) ϕ̃ = ¬ϕ，ϕ ∈ Atのとき，(Tneg)より

t(¬ϕ) = ¬t(ϕ)

さらに，(1)より
¬t(ϕ)↔ ¬ϕ

よって，t(¬ϕ)↔ ¬ϕ・・・(2)

(2-2) ϕ̃ = ϕ ∧ ψ，ϕ, ψ ∈ Atのとき，(Tconj)より

t(ϕ ∧ ψ) = t(ϕ) ∧ t(ψ)

さらに，(1)より
t(ϕ)↔ ϕ

よって t(ϕ ∧ ψ)↔ ϕ ∧ ψ・・・(3)

すべての ϕ̃ ∈ Propは (2),(3)に帰着できる．したがって，任意の ϕ̃ ∈ Prop

のとき t(ϕ̃)↔ ϕ̃・・・(4)

3. ϕ̃ ∈ LBLのとき．

(3-1) ϕ̃ = Biϕ，ϕ ∈ Propのとき，(TBel)より

t(Biϕ) = Bit(ϕ)

さらに，(4)より
Bit(ϕ)↔ Biϕ

よって t(Biϕ)↔ Biϕ・・・(5)
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(3-2) ϕ̃ = ¬Biϕ，ϕ ∈ Propのとき，(Tneg)より

t(¬Biϕ) = ¬t(Biϕ)

(5)より
¬t(Biϕ)↔ ¬Bit(ϕ)

さらに，(4)より
¬Bit(ϕ)↔ ¬Biϕ

よって，t(¬Biϕ)↔ ¬Biϕ・・・(6)

(3-3) ϕ̃ = Biϕ ∧ B jψ，ϕ, ψ ∈ Propのとき，(Tconj)より

t(Biϕ ∧ B jψ) = t(Biϕ) ∧ t(B jψ)

(5)より
(t(Biϕ) ∧ t(B jψ)) ↔ (Bit(ϕ) ∧ B jt(ψ))

さらに，(4)より

(Bit(ϕ) ∧ B jt(ψ))↔ (Biϕ ∧ B jψ)

よって，t(Biϕ ∧ B jψ)↔ Biϕ ∧ B jψ・・・(7)

すべての ϕ̃ ∈ LBLは (5)，(6)，(7)に帰着できる．よって，ϕ̃ ∈ LBLのと
き t(ϕ̃)↔ ϕ̃・・・(8)

4. ϕ̃ ∈ LBULのとき．

(4-1) ϕ̃ = [inf ϕi j ]ψ，ψ ∈ Atのとき，(TAct)および (TAcVer)より

t([inf ϕi j ]ψ) ↔ t(ψ)

(1)より
t(ψ)↔ ψ

さらに，(Act)および (AcVer)より

ψ↔ [inf ϕi j ]ψ

よって，t([inf ϕi j ]ψ)↔ [inf ϕi j ]ψ・・・(9)
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(4-2) ϕ̃ = [inf ϕi j ]ψ，ψ ∈ Propのとき，

∗ ψ = ¬ψ1，ψ1 ∈ Atのとき，(TAcFunc)より

t([inf ϕi j ]¬ψ1) = ¬t([inf ϕi j ]ψ1)

(9)より
¬t([inf ϕi j ]ψ1)↔ ¬[inf ϕi j ]ψ1

ここで (AcFunc)より

¬[inf ϕi j ]ψ↔ [inf ϕi j ]¬ϕ

よって，t([inf ϕi j ]¬ψ1)↔ [inf ϕi j ]¬ψ1・・・(10)

∗ ψ = ψ1 ∧ ψ2，ψ1, ψ2 ∈ Atのとき，(AcK)および (AcFunc)より

t([inf ϕi j ](ψ1 ∧ ψ2))↔ t([inf ϕi j ]ψ1) ∧ t([inf ϕi j ]ψ2)

(9)より

(t([inf ϕi j ]ψ1) ∧ t([inf ϕi j ]ψ2))↔ ([inf ϕi j ]ψ1 ∧ [inf ϕi j ]ψ2)

よって，t([inf ϕi j ](ψ1 ∧ ψ2))↔ [inf ϕi j ]ψ1 ∧ [inf ϕi j ]ψ2・・・(11)

(9)，(10)，(11)より，ϕ̃ = [inf ϕi j ]ψ，ψ ∈ Propのとき，t([inf ϕi j ]ψ) ↔

[inf ϕi j ]ψ・・・(12)

(4-3) ϕ̃ = [inf ϕi j ]B jψ，ψ ∈ Propのとき．(TAcBelr)より

t([inf ϕi j ]B jψ) = t(ci j )→ B j(t(ϕ)→ t([inf ϕi j ]ψ))

(1)より

(t(ci j )→ B j(t(ϕ)→ t([inf ϕi j ]ψ)))↔ (ci j → B j(t(ϕ)→ t([inf ϕi j ]ψ)))

(4)より

(ci j → B j(t(ϕ)→ t([inf ϕi j ]ψ)))↔ (ci j → B j(ϕ→ t([inf ϕi j ]ψ)))

さらに，(12)より

(ci j → B j(ϕ→ t([inf ϕi j ]ψ)))↔ (ci j → B j(ϕ→ [inf ϕi j ]ψ))
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(AcBelr)より

[inf ϕi j ]B jψ↔ (ci j → B j(ϕ→ [inf ϕi j ]ψ))

であるから，よって t([inf ϕi j ]B jψ) ↔ [inf ϕi j ]B jψ・・・(13)

(4-4) ϕ̃ = [inf ϕi j ]Bkψ(k , j)，ψ ∈ Propのとき，(TAcBelo)より

t([inf ϕi j ]Bkψ) = Bkt([inf ϕi j ]ψ)

(12)より
Bkt([inf ϕi j ]ψ)↔ Bk[inf ϕi j ]ψ

よって，t([inf ϕi j ]Bkψ) ↔ Bk[inf ϕi j ]ψ・・・(14)

(4-5) ϕ̃ = [inf ϕi j ]¬Baψ，ψ ∈ Propのとき，(TAcFunc)より

t([inf ϕi j ]¬Baψ) = ¬t([inf ϕi j ]Baψ)

(13)(14)より
¬t([inf ϕi j ]Baψ)↔ ¬[inf ϕi j ]Baψ

(AcFunc)より
¬[inf ϕi j ]Baψ↔ [inf ϕi j ]¬Baψ

であるから，よって t([inf ϕi j ]Baψ)↔ [inf ϕi j ]Baψ・・・(15)

(4-6) ϕ̃ = [inf ϕi j ](Baψ ∧ Bbχ)のとき，(TAcK)および (TAcFunc)より

t([inf ϕi j ](Baψ ∧ Bbχ))↔ (t([inf ϕi j ]Baψ) ∧ t([inf ϕi j ]Bbχ))

ここで (13)(14)より

t([inf ϕi j ]Baψ)↔ [inf ϕi j ]Baψ, t([inf ϕi j ]Bbψ)↔ [inf ϕi j ]Bbψ

であるから，よって t([inf ϕi j ](Baψ∧Bbψ)) ↔ [inf ϕi j ]Baψ∧ [inf ϕi j ]Bbψ・・・(16)

(4-7) ϕ̃ = [inf ϕi j ][ inf ψjk ]χ，χ ∈ LBLのとき，(TAcCons)より

t([inf ϕi j ][ inf ψjk ]χ) = t([inf ϕi j ]t([inf ψjk ]χ))
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(19)より
t([inf ϕi j ]t([inf ψjk ]χ))↔ [inf ϕi j ]t([inf ψjk ]χ)

さらに，(19)より

[inf ϕi j ]t([inf ψjk ]χ)↔ [inf ϕi j ][ inf ψjk ]χ

よって，t([inf ϕi j ][ inf ψjk ]χ)↔ [inf ϕi j ][ inf ψjk ]χ・・・(20)

(20)より ϕ̃ ∈ LBULとなるすべての論理式が ⊢BUL ϕ̃↔ t(ϕ̃)を充たす． �

LBULはLBLへ変換可能である．したがって，LBULの完全性は，LBLの完全性に
より導くことができる．

定理 2 (BULの完全性)すべての Σ ∪ {ϕ}が LBULであるとき，Σ |=BUL ϕならば
Σ ⊢BUL ϕを充たす．

証明 6 命題 1，補題 4および補題 5より． �

6.4 BULの特徴と課題

6.4.1 矛盾した情報の解決

FIPAの仕様に従えば，エージェント iがエージェント jに ϕ∧ B jϕを送信したと
き jの信念にそのまま送信内容が入るとすると，

B j(ϕ ∧ ¬B jϕ)→ B jϕ ∧ B j¬B jϕ →
(B4)

B jB jϕ ∧ B j¬B jϕ

のように矛盾を生じることになる．ところが BULの更新では，¬ϕへのアクセス
関係の削除と¬B jϕを充たすために B jϕであるところを削除するため，結果として
送信内容がそのまま jの信念内容とはならない．
いま図 6.4においてアルゴリズム 5,6に従って ¬(ϕ∧ ¬B jϕ) = ¬ϕ∨ B jϕであると

ころへのアクセス関係の削除を行うと，結果として B jϕのみが残る5．

5この更新手続きにおいては ¬ϕへのアクセスを削除したのちに B jϕへのアクセスを削除しては
ならない．あくまで ¬ϕ ∨ Bjϕのところを同時に削除する必要があることに注意．

62



図 6.4:矛盾した情報の受信による更新

6.4.2 BULにおけるFPの制限

1節で議論した FIPAの FPにはさまざまな条件が課せられていた．例えば，

FP: Biϕ ∧ ci j

⇓ [inf ϕi j ]

RE: B jϕ

のように考えると，通信が成立する前件としては送信側のエージェントの情報認
識 Biϕが求められている．BULにおいてこのように FPを変更するには本節では
定義 33の (AcBelr)を以下のように変更する．

(AcBelr) [inf ϕi j ]B jψ̃↔ ((Biϕ ∧ ci j )→ B j(ϕ→ [inf ϕi j ]ψ̃))

この上で翻訳規則を変更し，かつアクセス関係の更新手続きにおいてアルゴリズ
ム 5, 6を援用すれば同じようにK45を充たす更新が可能である．

6.4.3 同時通信の形式化

本研究では同時に複数のエージェントによる伝達行為の実行は考察しなかった．
これは同時に矛盾した論理式が，複数のエージェントにより伝達された場合の信
念修正をどのように行うかが解決されていないからである．[10, 43]では伝達され
た論理式が伝達先のエージェントの信念へ組み込まれるのではなく，伝達行為を
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実行したエージェント iが ϕを信念として持つという信念を持つに至る (B jBiϕ)と
している．このことは BULで以下のように表記ことができる．

M,w0 |=BUL ¬B jϕ

M′,w0 |=BUL B jBiϕ

ここで，送信側のエージェント i，受信側のエージェントを j，伝達される論理式
を ϕ ∈ LBL，更新後のモデルをM′とする．
確かに，上記のCohenらによる伝達行為の帰結を採用すれば，矛盾した論理式

が同時に伝達されても伝達先のエージェントの信念内で矛盾が生じることはない．
しかし，本研究では2節で述べたとおり，エージェントの信念をすべて表現するわ
けではなく，したがって伝達内容に直接関わらない命題に副作用が生じる可能性
がある．したがって同時通信の枠組みを本研究に取り入れるためには，通信の同
時性というメカニズムを論理で正しく表現するとともに，信念修正 (belief revision)

に関わる諸問題すなわち矛盾に対する preferenceや派生する命題の妥当性などを
適切に解決する必要がある．

6.4.4 伝達行為の失敗の形式化

BULでは，様相演算子として知識ではなく信念を用いた．その理由として，実
問題へ適用させた場合に，エージェントの信念と実際の命題の真偽値との相違が
しばしば生じるためである．しかし，信念を採用した場合においても，通信行為が
実際に行われたがその行為が失敗したというような現実の問題を記述するにはま
だ不足がある．例えば，エージェントが信念として持つ通信チャネルと実際の通
信チャネルが異なった場合が考えられる．例えばチャネルを電話番号や e-mailア
ドレスと考えたときに，伝達行為が行われても情報が不達となる状況に遭遇する．
このような状況を考慮すると，伝達行為は失敗したが送信相手の信念状態に対し
て誤った認識を持つというような事態を以下のように BULの論理式で構成するこ
とができる．

FP : Biϕ ∧ Bi¬B jϕ ∧ Bici j ∧ ¬ci j

RE : BiB jϕ
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しかしながら，現在の BULでは可能世界のアクセス経路の削除という方法で信念
を変更しており，相手エージェントの信念状態をも更新するような自エージェン
トの信念更新は手続き的にも大変困難であろうと思われる．
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第 7章

まとめ

本研究では，エージェント間通信におけるエージェント間の通信可能性，これ
に基づいた通信行為 informおよびエージェントの信念変化をクリプキモデル上で
評価可能な論理体系の導入を目指した．
まず，この目標を達成すべく最初に取り組んだのが BCT L/cである．BCT L/cでは，

人間によるコミュニケーションでは送信先のとの通信は送信元が通信可能だと判断
したとしても必ず成功する保障はないという立場を取った．この立場に従い，inform

に通信チャネルの有無により成功・失敗の分岐した帰結を与えた．また，BCT L/cの
モデルはエージェントの信念を示したものであり，通信チャネルおよび命題変数
の真偽値は現実世界と照会することで初めて明らかになるという特殊なモデルを
与えた．しかし，各可能世界には必ず命題変数の真偽値が割り当てられていると
する可能世界意味論を与えることができず，計算機上にシステムとして実装する
に留まった．また，従来の様相論理でのクリプキモデルは静的であることが前提
であり，われわれが BCT L/cで与えたモデルはこの前提についても逸脱したもので
あった．
次に，Binf

c では以上の課題点を踏まえてチャネルが真のときのみ informの帰結
が得ることができると変更をし，エージェントの状態変化についても分岐型では
なく線形型の時間軸とした．さらに，動的なモデルの更新が可能な動的論理 [29]

を加え，論理体系を拡張した．しかしながら，状態間の関係とモデル間の関係が
供に informの実行に関連づけられているという課題があがった．BDICT L∗[51]およ
びこの他の時相論理 [14, 15]において，状態遷移は何らかのイベントにより生じる
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としている．つまり，われわれの立場でいう informがこのイベントに相当するこ
とになる．ここで問題となるのが，動的論理でのモデル変化が時相論理における
状態変化に近いものであるという点である．以上の課題に加え，モデルの更新に
伴い過去の状態が残るがこれらを推論する演算子が存在しないという点について
も課題点があった．
そして，BULでは可能世界に状態を含まないクリプキモデルを採用し，到達可

能関係を削除することでモデルを更新するとう方法 [2, 58]を用いた．以上により
BCT L/cおよび Binf

c で抱えていた課題の解決に加え，エージェントの信念更新につい
ても詳細に更新手順を定めた．BULに関する議論で特に重要なのが，信念の様相
演算子の公理系をKD45ではなくK45と定めた点である．公理Dは到達可能関係
が継続的である性質を要請する．しかし，到達可能関係を削除することで信念更
新を行うため，可能世界に到達可能関係が存在しない状態が BULでは生じる．つ
まり，到達可能関係が継続的であるという性質を持っていると以上の状態ではこ
れを充たさなくなる．したがって，公理Dを公理系に含めずK45とし，モデルの
更新を行った後でもK45を充たす更新手順を定めた．さらに，BULの健全性およ
び完全性についても示すことができ BCT L/cおよび Binf

c では前述した課題点を BUL

ではすべて解決することができた．ただし，BULでは信念修正についての議論を
避けており，AGM[20]をはじめ信念修正に関連する研究分野にて提案された手法
を取り入れ新たに議論を加える必要がある．これとは別に，[2, 58]とは異なった
更新手法 [3, 6]を BULに採用した場合についても議論する必要がある．更新論理
における到達可能関係を削除しモデルを更新するという方法は大変シンプルで論
理的にも扱いやすい．だが，到達可能関係をすべて削除してしまった場合はたと
え inf が実行されようともモデルに変化が生じない．さらに，重要な点として更新
論理でベースとなる論理体系は更新論理を導入する前に健全で尚かつ完全である
ことを明らかにしておかなければならない．もし，ベースの論理体系が不完全で
あると更新論理はこの不完全な部分をそのまま引き継ぎ問題を拡大させてしまう．
われわれの Binf

c がこの典型的な例であるといえる．したがって，汎用性を考慮する
と更新論理は必ずしも最適な論理体系ではない．以上の点からも現在採用してい
るモデルの更新方法以外のものとの比較は重要な課題である．
最後に，われわれは本章の初めに述べた通りエージェント間通信の論理的な形式
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化を目標を掲げ，最終的に問題を単純化したが第 6章の BULでこれを達成できた．
ただし，エージェント間通信の論理的な形式化は，本稿の BCT L/cから BULへの経
緯を見ていただければ解る通り，問題を単純化しても尚様々な課題点が生じ容易
ではない．本稿では，エージェントの心的状態はあくまで信念のみとしているが，
[25]で提案されている知識と信念およびUncertaintyからなる論理または BDI論理
といった複数の心的状態を含む論理に動的なモデルを加え，さらに更新後のモデ
ルにおいても定められている公理系を充たすという更新手順を与えるには様々な
問題が生じることが予想できるが，BULにて単純化した問題を解決する上でこう
いった論理体系を導入することは必要不可欠である．今後は，BULの課題を解決
しさらに広い範囲のエージェント間通信の論理的な形式化を目指し研究に取り組
んでいく．
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